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２－６．鳥取市 

No. ６ 鳥取市 
 

1. 取組の全体像 

１．自治体の概要 

① 自治体名 鳥取市 ② 担当部局名 
鳥取市総務部人権政策局  
中央人権福祉センター 

③ 人口 188,465（人）＜令和２年１０月/国勢調査＞ 

④ 
自治体内 

連携 

庁内連携部局（メイン） 
鳥取市総務部人権政策局  
中央人権福祉センター 

 
庁内連携内 
※会議体、情報共有 

・中心となって孤独・孤立対策を推進 

庁内連携部局（メンバー） 
総務部人権政策局（人権推進課）、福祉部（地域福
祉課、長寿社会課、中央包括支援センター） 

 
庁内連携内容 

※会議体、情報共有 

・関係機関（市役所内の部署、社会福祉協議会等の
関係団体）との連絡調整（地域包括ケアシステム推
進連絡会議） 

２．形成をめざす地方版連携ＰＦの姿 

① 

従前の 

取組 
※重層の取
組、外部
組織連
携、地域
コミュニ
ティ形成
等 

・ 平成 30 年に初めて地域福祉推進計画を作成、まず包括的支援体制の整備に取り
掛かり、その後、重層的支援体制整備事業に移行。 

・ アウトリーチ等を通じた継続的支援を実施中。 
・ 令和４年度に鳥取市孤独・孤立対策官民連携ＰＦを構築 
・ 令和５年度に生活圏の中核である鳥取市と周辺市町との連携の必要性から、7 月

に「麒麟のまち連携中枢都市圏」である鳥取県周辺４町（智頭町、八頭町、若桜町、岩
美町）、兵庫県２町（新温泉町、香美町）の各町担当課に説明し賛同を得る。その後鳥
取市長より連携ＰＦの推進を表明し、10 月に各町担当者会議を開催。11 月 2 日に
広域展開する方針を創生戦略会議（首長会議）で方針を決定した。 

② 

実現したい

状態 
※構築する
仕組み/
支援対象
の住民を
取り巻く
環境 

今年度のゴール 

• 各自治体での研修の開催やつながりサポー
ター養成研修を通じて、広域でのＰＦを実効
的なものとすること。 

• 鳥取市内における支援者同士のつながりを
強化すること。 

• つながりサポーターの拡大だけでなくつなが
りサポーターのステップアップを図ること。 

最終的なゴール 

• つながる：困難を抱えている人が声を上げや
すい地域にする。 

• つなぐ：孤独に陥りそうな方に、関わらない
ようにするのではなく、地域全体で心配・気
配りができるような地域にする。 

• 場づくり：行政の制度で支援が及ばぬ住民等
に対する個別支援事例の積み上げにより、地
域における孤独孤立の問題の解決の仕組化
を目指す。（社会資源の開発） 

• ⇒上記を「麒麟のまち圏域」で実現する 
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３．地方版連携ＰＦにおける連携体制 

①  
地方版連携

ＰＦ 

立ち上げ年度 令和４年度 ※広域ＰＦは令和６年度 

参画メンバー 

NPO 法人、協同組合、社会福祉法人、医療関係組
織、一般社団法人、地域食堂ネットワーク（郵便局、
銀行、IT 企業）、人権教育推進協議会、鳥取市、八
頭町、智頭町、若桜町、岩美町、新温泉町、香美町 

選出・打診時の工夫 
孤独・孤立に関する住民接点を持つ団体を選出 
麒麟のまち圏域での広域でのＰＦを形成する 

②  

地域協議会 

※特に専門

性の高い支

援を行う団

体等で構成 

立ち上げ年度 未（※代替あり） 

参画メンバー 
※鳥取市では、重層的支援体制における「相談支

援包括化推進会議」を地域協議会の役割として活

用する。 

選出・打診時の工夫 
麒麟のまち各自治体で協議会は独自に進める。各

町で抱えきれない場合には、鳥取市の協議会で検

討・議論することを検討。 

４．ＰＦ連携による価値や工夫＿考え方 

・ 広域でのＰＦ設立にあたって、まずは各地の温度感を高めるべく、各地域での研修の開催や支援者同士

の交流会を開催し、圏域全体での支援体制の強化をする。 

・ つながりサポーターとして登録した人に対して、知識を広げたり、深めたりするとともにつながりサポー

ター同士で交流できる機会を提供することで、つながりサポーターとして活躍してもらえるようサポート

する 
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2. 連携ＰＦイメージ 

５．連携ＰＦのイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域食堂を
拠点としたＰＦ

地
域
（
地
区
）

地域食堂を
拠点としたＰＦ

地
域
（
地
区
）

住民

地域食堂 孤独・孤立
対策 食支援 居住支援

分科会
〇〇

project

相談支援包括化推進会議
（行政・支援機関）

□鳥取市における地域協議会の機能を持たせる
※地域協議会は各市町で独自に進める

□今後、圏域における地域協議会の設置を検討

R8年度～
法人化を目指す

支援に必要な
ノウハウ・
リソースの提供
を求める

養成研修、交流会、
フォローアップの運営・
企画

孤独・孤立に関する住民情報をつなぐ
地域の支援窓口

一部、支援にかかわってもらうように打診 つながりサポーター

ステップアップ研修
⇒理解を深める

フォローアップ研修
⇒知識の幅を広げる

R7年度～各種テーマを包括化（様々なテーマを持ちこめるPF、新しいテーマもPFの人材を活用し、体制確保、対応する）

広報・
ブランディング

つながり
ミーティング
・つながりサポーター
同士の交流会
・つながりサポーターと
支援職等との関係づくり
・地域課題についての
話し合い

官民連携PF

地域食堂を
拠点としたＰＦ

①地域食堂の全地区での展開
→実施されていない地区へ関係機関と連携した立上げ支援

②新たな地域食堂の推進
→地域住民に対する相談支援など、地域の多様なニーズに対応

③地域食堂を拠点としたプラットフォームの形成
→地域食堂を拠点にした地域の官民連携プラットフォームの形成
地域課題の解決を図るための体制構築

麒麟のまち圏域で
困りごとやニーズを共有、
強みやリソースを共有

支援に必要な
ノウハウ・リソースの提供

地域課題・ニーズ
を伝える

家族機能の
社会化

地域
食堂

地域
食堂 地域

食堂

鳥取市、八頭町、智頭町、若桜町、岩美町、新温泉町、香美町

NPO法人 協同組合 社会福祉法人医療関係 社会福祉協議会 企業団体 一般社団法人

広域化したPFを開催全
市
・
圏
域

地
域
（
地
区
）

支援

改
定
「
地
域
福
祉
計
画
」
に
位
置
付
け

凡例 試行的事業
今後の展望

個別支援 見守り・声掛け

養成研修での
登録者の拡大

つなぎ

気づき
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3. 試行的事業一覧 

６．本年度に取り組む試行的事業の概要 

試行的事業の 

ポイント・工夫 

・ 鳥取市だけでなく麒麟のまち圏域でのPFの体制構築にむけて、各市町における理

解促進を進める。圏域を超えて支援者がつながり、共感できる場を作る。 

 事業名称 事業内容 目的/期待効果・KPI 実施時期 発注先 

①  

麒麟のまち

孤独・孤立

対策官民連

携ＰＦの開催 

・ テーマごとにＰＦや会議体を作
るのではなく、ゆるやかなＰＦを
構築し、その時に合わせて、包括
化されたＰＦや会議体のネットワ
ークを活かして、プロジェクトや
分科会として動けるような体制
を検討した。 

・ 第 1 回は 8 月 22 日に実施し、
顔合わせおよびやりたいことを
募った。参加者は各自治体の担
当レベル、社協、企業・団体で
23～24 名程度が参加した。 

・ 第 2 回は会議ではなく研修会
の形式で、麒麟のまち圏域の各
市町で実施した。 

・ 【講師を呼ぶ研修会の開催】鳥取
市（12/7）、智頭町（1/26）、岩
美町（2/21）、新温泉町
（2/28） 

・ （※八頭町、新温泉町、岩美町で
はつながりサポーター養成研修
も開催）  

・ 第 3 回として、3 月に今年度の
振り返りおよび来年度の取り組
みについて議論する予定。各市
町村から多様な企業・団体等を
提案、声掛けしてもらうことでＰ
Ｆを拡大していく。 

・ 麒麟のまち圏域で
の一体的なＰＦの
体制構築を行うこ
と 

・ 市町の範囲を超え
てリソースを共有
し、一体的な支援
を提供できるよう
にすること 

1 回目 
8 月 22 日 

2 回目 
12 月～2
月 

3 回目 
3 月 14 日 

 

有識者謝

金、交通

費、宿泊

費 

（研修会

4 回、講

師 7 名、

50 万円

程度） 

成果
検証
結果 

第 1 回 

 各自治体の独自性を守りつつ連携す
ることが必要であり、つながりサポー
ターを１つのキーワードとして連携で
きる可能性が示唆された。 

 自治体によって温度感の差はあり、広
域連携では都道府県等による自治体
のモチベートは重要 

第 2 回 

 各地単独では開催できなかった研修
会を開催することができたことが好
評であった 

 各地域で開催することで住民が参加
しやすかったり、別の自治体職員が他
地域を訪問し、交流するきっかけとな
った 
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②  

麒麟のまち 

支援職 

つながり 

交流会 

・ 講師に NPO 法人花 理事長 
目﨑 智恵子氏を呼び、講演を
行った。 

・ さらに、支援職のかかえる困難
について、支援職同士で話し、つ
ながる機会とした。 

・ 問題解決を目指すものではな
く、共感や共有の場とした。 

・ 支援職に対して
課題の解決だけ
でなく、話を聞い
たり、伴走する支
援もあることをイ
ンプットすること 

・ 支援職同士が市
町の垣根を越え
てつながること、
同じ環境課にあ
る支援者同士が
共感、情報共有
できる場を提供
すること 

11 月 11
日（月） 

13:30～
15:30 

謝金、交

通費、宿

泊費 

（２万円程

度 

成果
検証
結果 

 参加者は 37 名であった。20 代 8
名、30 代 8 名と若い世代の参加も
多かった。 

 参加した支援職からは「多職種の人と
交流できたことで、考え方の違いを知
ることができた」、「地域とのつながり
を考えていきたい」等の意見が得られ
た。 

 また、今後の行動変容につながる内容
として、もっとできることがあると思
った、地域とのつながりをつくりた
い、といった意見が出された。 

③  

PF メンバ

ーの視察研

修 

・ 12 月 10 日～11 日にＰＦの参
画団体と広島県福山市の「鞆の
浦・さくらホーム」、香川県琴平
町の「社会福祉法人琴平町社会
福祉協議会」を視察し、意見交換
を実施した。 

・ 成果を踏まえてＰＦの今後の活
動に資するレポートを作成した。 

・ ＰＦメンバーの孤
独・孤立対策につ
いての理解を深
めること、ＰＦの活
動方針について
新たな視点を取
り入れ、自ら考え
てもらうこと。 

12 月 10
日～11 日 

日ノ丸産
業株式会
社（33 万
円） 

成果
検証
結果 

 参加者レポートを通じて、視察で新た
なアイデア等を知って、今後麒麟のま
ちでやりたいこと、やるとよいと思う
ことの案が複数挙げられた。 

 視察研修を通じて、ＰＦメンバーの関
係性の強化やつながりができた。 

④  

取組のブラ

ンディング・

広報 

・ 官民連携ＰＦやつながりサポー
ターの取組について、広く周知
するだけでなく、地元にある良
い取り組みとして愛着を持って
もらえるようブランディングを
実施した。広報動画の作成と合
わせて、養成研修の動画の内容
も更新を行った。 
具体的には、広報としてどの手
法が効果的なのかを把握するた
めにテレビ、ラジオ、SNS、チラ
シ、サイネージ等のメディア
MIX での広報、地域でのコラボ
イベントの開催等を実施し、実施
後に認知度調査を実施すること
で効果測定を行った。 

・ 官民連携ＰＦ、つ
ながりサポーター
の存在を広く周
知すること 

・ 官民連携ＰＦ、つ
ながりサポーター
を地元の良い取
り組みとして愛着
を持ってもらうこ
と 

12 月～2
月 

m&m.co 

（69 万
円） 

成果
検証
結果 

 広報実施後のアンケートではつながり
サポーターの認知度は 41%となっ
た。どこで知ったかでは、新聞折込の
効果が高い可能性が示唆された。ま
た、TVCM の効果も確認された。 
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⑤  

つながりサ

ポーター養

成研修 

の開催 

・ 麒麟のまちの各町からの希望を
とり、鳥取市以外の麒麟のまち
においてもつながりサポーター
養成研修の集合型研修を開催す
る。 

【ＰＦの一環として各地で開催した
研修】 

職員向け：八頭町（12/20）、 
民生・児童委員向け：新温泉町、
岩美町 

・ つながりサポーターの展開にむ
けて、ニーズを受けて以下の研
修について検討を実施した。 

・ 専門職向けのつながりサポータ
ー養成研修 
一般市民よりもケースを専門職
の実態に即した形とする方針で
検討した。10 月 9 日（水）に検
討会を開催し、求められる視点
や内容を議論した。 

・ つながりサポーターフォローアッ
プ研修 
つながりサポーターとして登録
した人を対象にフォローアップ
として、情報の再確認や、新しい
情報のインプットを行う研修を
開催した。鳥取大学医学部孫大
輔氏を講師に呼び、新しい知識
やスキルのインプット、グループ
ワーク、研修を行った。研修後は
つながりサポーター同士の交流
の場とした。 

・ つながりサポーターリーダー養
成研修 
つながりサポーターの事業拡大
に伴い、グループワークのファシ
リテーター、将来的には研修そ
のものを運営できる人材の養
成、確保にむけてリーダー養成
の研修も今後検討していく予定 

・ 麒麟での広域のＰ
Ｆにおいて共通の
キーボードとして
つながりサポータ
ーを育成するこ
と。 

・ 専門職に伴走支
援の情報を提供
したり、つながり
サポーターとして
登録した人を対
象に知識を広げ
たり、つながりサ
ポーター養成研
修の拡大にむけ
て人材を育成す
るなど、今後の展
開についても検
討すること。 

【通常開催】 

5/20、
6/17、
7/15、
8/23、
9/23、
10/21、
11/18、
12/16 

【地域での
開催】 

5 月～2 月 

【その他出
前研修】 

7 月～2 月 

【つながり
サポーター
フォローア
ップ研修】 

11/7 

【展開の検
討】 

10/9 に検
討会を実施 

― 

費用なし 

つながり
サポータ
ーフォロー
アップ研
修は別事
業で推進 

成果
検証
結果 

 つながりサポーターを広域連携のキ
ーワードとして拡大するため、各地域
からの要望に応じて研修を開催した。 

 つながりサポーター養成研修につい
ては、支援職向けにより支援職に会っ
たケースをお題にした方が良いといっ
た意見があるため、研修の内容を議
論した。次年度に向けて方向性を定め
ていく。 

 つながりサポーターフォローアップ研
修として、新しいことを知り、知識の
幅を広げるための研修を開催した。 

 今後つながりサポーター養成研修の
拡大に向けて講師も担える人材の育
成が必要になるため、つながりサポー
ターリーダー養成研修も次年度以降
検討する。 

⑥  
つながりミ

ーティング 

・ つながりサポーターが今後地域
を支えていくための基盤づくり
として、つながりサポーター同
士、つながりサポーターと相談
支援機関のつながりが必要だと
いう声を受けて、交流の場とし
てつながりミーティングを開催
した。 
▶河原中学校区（8/28） 

・ ▶高草中学校区（12/14） 

・ つながりサポー
ターの研修・交流
会を開催するこ
とで、つながりサ
ポーターが地域
で活動しやすい
環境を整備す
る。 

河原地区 

8 月 28 日
10:00～ 

12:00 
高草地区 
12 月 14
日 
13:30～
15:30 

― 

費用なし 
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成果
検証
結果 

 つながりサポーターがどこにいるのか
知ることができたという声や、つなが
りサポーターがつなぎ先の支援団体
と顔の見える関係ができたとの声が
出た。 

 主体的に地域課題について話し合う
場面が見られた。 

 一方で、もっと多くのつながりサポー
ターとつながりたいといった意見も出
た。 
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７．次年度以降に向けた事業等の案 ※PDCA サイクルに照らして次年度以降に取り組んでいく事業イメージ

（あれば）を列挙 

・ 令和７年度にＰＦの包括化を推進する 

・ 継続的な運営体制の構築として令和８年度に向けてＰＦの法人化を目指す 

８． 孤独・孤立対策を公表した際の反響 

・ 広報に関しては、令和５年度の市民意識調査では 23.3％の認知度だったところが、令和６年度の１月よ
り実施したメディアミックスでの広報により認知度が約 20%上がった。 

・ 広域連携に関しては、各町においても共通の課題であったなかで単町で事業化することの負担が軽減さ
れることになり、好意的な受け止めがあったため、実施体制を構築することができた。 
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４. 連携ＰＦの行程および実務上の留意点 

【ＰＦ立ち上げから拡大までの行程】 

実務上の留意点 

連携ＰＦの行程 過年度 
令和４年度：ＰＦの立ち上げ 
令和５年度：広域ＰＦを検討 

今年度 
令和６年度：ＰＦを広域化 
ＰＦの包括化、法人化を検討 

 

（ア）初期段階 

主担当部署の 

設定 

R4 

年度 

■生活困窮者支援、重層的支援体制

整備事業に係る対応を行ってきた

総務部人権政策局中央人権福祉セ

ンターが担当 

― ― 

（イ）準備段階 

地域の 

現状把握 
― ― 

R6 

年度 

4 月 

■地域福祉調査において活動の認知

度を調査・把握 

■支援団体やつながりサポーターの

登録者ニーズを聞き取る 

■広域連携にむけて、各地域の要望を

訪問して聞き取り 

連携ＰＦの 

企画・設計 

R4 

年度 

■ＰＦの立ち上げ、つながりサポータ

ー、相談支援包括化会議による孤

独・孤立のＰＦの体制を構築 

■住民が誰かとつながっている地域

社会を目標として「つながりサポー

ター」を創設 

R6 

年度 

4 月 

■支援団体やつながりサポーターの

ニーズに応じて交流会や研修開催

し、データに基づき広報にも取り組

む方針とした 

■広域のＰＦでは、全体会合と各地域

でのニーズに合わせたＰＦを開催 

初期メンバー 

への声掛け 

R4 

年度 

■これまでの活動ののなかで、すでに

連携を進めてきた部署との連携か

ら開始 

  

取り組み 

テーマの設定 

R4 

年度 

3 月～ 

 

R6 

年度 

8 月 

■広域連携は、各地域の特性合わせ

たテーマを取り扱えるようにする 

■つながりサポーターの養成が共通

のキーワードなる 

関係団体の 

リストアップ（庁

外） 

R4 

年度 

～ 

■つながりサポーターの研修や出前

講座を開催することで、企業や団体

にもつながりサポーターへの登録

を促す 

 ― 

関係団体の 

リストアップ（庁

内※広域） 

R5 

年度 

～ 

■段階を踏んで、情報の事前提供と対

面での対話を重視し合意形成 

R6 

年度 

■段階を踏んで、情報の事前提供と対

面での対話を重視し合意形成 

（ウ）設立段階 

連携ＰＦの 

運営 

R5 

年度 

■つながりサポーター養成研修を開

催し拡大、要望に応じて出前講座等

も対応 

R6 

年度 

2 月 

■広域のＰＦでは、全体会合と各地域

でのニーズに合わせたＰＦを開催 

■つながりミーティングでつながりサ

ポーター同士のつながりづくりを支

援 

域内住民・団体

への情報発信 
― ― ― 

■メディア MIX での広報でつながり

サポーターの認知度を高める 

（エ）自走段階 

地域協議会の設

置 

R4 

年度 

■相談支援包括化推進会議において

地域協議会の役割を担う 
― ― 

ＰＦの拡大・ 

活性化 

R5 

年度 

■広域連携にむけて、段階を踏んで、

情報の事前提供と対面での対話を

重視し合意形成 

■広域連携にむけて、各地域の要望

を訪問して聞き取り 

R7 

年度 

～ 

■様々なテーマを持ち込める体制と

して、ＰＦの包括化を目指す 

■ＰＦの持続可能な体制整備としてＰ

Ｆの法人化の検討を進める 
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【それぞれの段階での留意】 
（ア）初期段階 

① 主担当部署の設定 

■これまで、生活困窮者支援、重層的支援体制整備事業に係る対応を行ってき 
た総務部人権政策局中央人権福祉センターが担当 

・ これまで 、 生活困窮者支援、 重層的支援体制整備事業に関する対応、お
よび生活困窮事業として地域食堂ネットワークの事業推進を行ってきた総
務部人権政策局中央人権福祉センターが担当した。住民が相談し易く、役
所の制約にとらわれずに柔軟に対応する観点から、市役所の外に窓口（人
権センター）を設置している。 

② 担当者の初動 

■広域での合意形成ために関係者に順番に話を展開 
・ 令和４年度に立ち上げたＰＦの広域化の検討として、令和５年度に検討・調

整。鳥取市で合意を得たうえで、各市町の福祉課、企画課、首長会議の順で
合意形成し、その後、各地域の担当課および社協との調整を進めた。調整
においては、食支援の活動を担っていることもあるため、事前に情報をイン
プットする、直接会って話すようにしていた。 

 
（イ）準備段階 

③ 地域の現状把握 

■地域福祉調査において活動の認知度を調査・把握 
・ 令和６年 1 月に地域福祉に関する意識調査を実施し、つながりサポーター

の認知度が 23.3%と、地域食堂の 70.4%と比較して低く、周知啓発が
必要であることを把握した。 

■支援団体やつながりサポーターの登録者ニーズを聞き取る 
・ つながりサポーターについては、研修の内容やステップアップ、交流会等の

ニーズを登録者から把握した。 
■広域連携にむけて、各地域の要望を訪問して聞き取り 
・ 広域連携の事前調整の中で各地域を訪問し、広域のＰＦについて説明する

とともに、地域課題や実施したいことなどを聞き取りした。 

④ 

‐１ 
取組テーマ決定 

■広域連携は、各地域の特性に合わせたテーマを取り扱えるようにする 
・ 広域連携では、地域特性が異なるため、画一的な取り組みは適さない。ＰＦ

は多様な主体が価値観を共有する場、テーマを持ち込みそれぞれの知恵や
リソースを踏まえて議論ができる場とする。 

■つながりサポーターの養成が共通のキーワードになる 
・ つながりサポーターの養成については、共通のキーワードとして地域横断

的に取り組めるものとなった。 

④ 

‐２ 

連携ＰＦの 

企画・設計 

■支援団体やつながりサポーターのニーズに応じて交流会や研修を開催し、デ
ータに基づき広報にも取り組む方針とした 

・ 支援団体や登録者のニーズを受けて、つながりサポーター同士、つながりサ
ポーターと支援団体の交流の場としてつながりミーティングを企画 

■広域のＰＦでは、全体会合と各地域でのニーズに合わせたＰＦを開催 
・ 第 1 回、第 3 回では、麒麟のまち圏域の市町職員や社協職員でのＰＦ会合

を開催した。第 2 回では、各地域で講師を呼んだ研修会やつながりサポー
ター養成研修を開催した。各地域のニーズに合わせた内容の研修を開催す
るだけでなく、各地で開催することで職員同士の交流ができた。 

⑤ 

関係団体の 

リストアップ 

初期メンバー

への声掛け 

庁

内 

■段階を踏んで、情報の事前提供と対面での対話を重視し合意形成 
・ 広域連携を推進する上では、麒麟のまち圏域で実施する方法として、各市

町において、担当する福祉部局で合意形成⇒企画課で合意形成⇒首長レベ
ルで合意形成⇒担当部局で連携を進めるという手順で進めた。孤独・孤立
は地域特性に関わらず共通の課題としてとらえることができた。 

庁

外 

■つながりサポーターの研修や出前講座を開催することで、企業や団体にもつ
ながりサポーターへの登録を促す 

・ つながりサポーター養成研修が１つのツールとなり、研修を受講しに来る人
がいるだけでなく、企業や団体から出前講座の依頼があるため、研修を開
催し、つながりサポーターへの登録を促している。 
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（ウ）設立段階 

⑥ 
域内住民・団体への

情報発信 

■メディア MIX での広報でつながりサポーターの認知度を高める 
・ つながりサポーターの認知度向上のため、複数の媒体によるメディア MIX

での広報活動を実施。広報実施後のアンケートではつながりサポーターの
認知度は 41%となった。新聞折込やＴＶＣＭの効果が高い可能性が示唆さ
れた。サイネージ等については反響が少なかった。 

⑦ 連携ＰＦの運営 

■広域のＰＦでは、全体会合と各地域でのニーズに合わせたＰＦを開催 
・ 第 1 回、第 3 回では、麒麟のまち圏域の市町職員や社協職員でのＰＦ会合

を開催した。第 2 回では、各地域で講師を呼んだ研修会やつながりサポー
ター養成研修を開催した。各地域のニーズに合わせた内容の研修を開催す
るだけでなく、各地で開催することで職員同士の交流ができた。 

■つながりミーティングでつながりサポーター同士のつながりづくりを支援 
・ つながりサポーター同士やつながりサポーターと相談支援機関がつながる

必要性があるといった意見を踏まえて、つながりミーティングを開催した。 

 
（エ）自走段階 

⑧ 地域協議会の設置 

■相談支援包括化推進会議において地域協議会の役割を担う 

鳥取市では、相談支援包括化推進会議において、対象者への個別支援を推進す
る。相談支援包括化推進会議では必要な機関が守秘義務をもって情報共有を
行うことができる。ＰＦから支援に必要なノウハウやリソースを提供する。 

⑨ ＰＦの拡大・活性化 

■様々なテーマを持ち込める体制として、ＰＦの包括化を目指す 
・ 令和７年度をめどにＰＦの包括化として、ＰＦに多様な主体が参加し、様々な

テーマを持ち込めるようにする体制を整備する。 

■ＰＦの持続可能な体制整備としてＰＦの法人化の検討を進める  
・ 令和７年度にＰＦを継続的に運営できる体制を確保するために、ＰＦの法人

化を検討し、令和８年度の法人化を目指す。 
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ブレイクスルー要因 

 
アクション/ 

ブレイクスルー要因 

■広域での連携にむけて共通で関心が持てるものとして「つながりサポーター」
を活用しつつ、各地域の取組方法は尊重して設計した 

・ 広域での連携においては、各地域で体制や、地域課題やテーマに対する温

度感が異なるため、各地域の考えを尊重するようにした。 

・ ＰＦにおいては各地域の課題に合わせて研修会の開催等が各地域でできる

ようにしたことで、地域にメリットがあるだけでなく、各地のイベントにそれ

ぞれの担当者が参加することで地域間の交流が生まれた。 

・ 支援体制として地域協議会については、各地域の支援体制に応じて体制を

構築するものとし、ＰＦの活動とつながりサポーターの養成を連携して進め

ることとした。 

■つながりサポーター同士、つながりサポーターと相談支援機関のつながりを
形成するつながりミーティングを企画 

・ つながりサポーターが活躍するにはつながりサポーター同士、つながりサ

ポーターと相談支援機関のつながりが必要との声を受けて、つながりミー

ティングを企画した 

・ 主体的に地域課題について話し合う場面がみられた。 

・ 当日参加者からはつながりサポーターがどこにいるかわかったり、つなが

りサポーターがつなぐべき相談支援機関の方の顔を知れたという声が聞か

れた。一方で、さらなるつながりの強化を求める声も意見として出た。 

■つながりサポーターの認知度向上のためにメディア MIX での広報を実施 

・ つながりサポーターの認知度が地域食堂等と比べて低いことを課題として

つながりサポーターの広報を様々なメディアを通じて実施した。具体的に

はテレビ、ラジオ、サイネージ広告、チラシ、コラボイベントを実施。広報実施

後のアンケートではつながりサポーターの認知度は 41%となった。新聞折

込やＴＶＣＭの効果が高い可能性が示唆された。サイネージ等については反

響が少なかった。 

 

 
  

1. 共通で関心が持てるものとして「つながりサポーター」を活用
各地域の取組方法は尊重する

2. つながりミーティングを開催し、つながりサポーター同士がつな
がれる機会を企画した

3. メディアMIXでの広報活動を実施した。

アクション／ブレイクスルー要因

1. 広域でのPFを立ち上げることができた

2. つながりサポーター同士、またつながりサポーターと支援機関
がつながることができた。また、さらなるニーズを取得すること
ができた。

3. 新聞やTVCMの効果によりつながりサポーターを新たに認知
してもらうことができた。

その後の変化

1. 広域での連携に際しては、温度感の違いがある

2. つながりサポーターが活動するにはつながりサポーター同士の
つながりが必要との声が出た

3. つながりサポーター養成研修の認知度が低かった。

取り組み課題

令和6年4月 令和6年9月～令和7年2月 令和7年3月
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コラム ～地域の支援団体から見た孤独・孤立対策と連携ＰＦの重要性～ 

社会福祉法人 鳥取福祉会  

 

保育園からはじまり、老人ホーム、デイサービスなどの高齢者支援、公益事業として居宅介護支援事
業、地域包括支援センター3 か所の運営を担う。さらには、地域食堂ネットワークの共同代表や、デイ
サービス車両を活用した食材配送支援等の地域貢献も行うなど鳥取市内で幅広い支援活動を行う。 

�����広域で・多様なテーマアで取り組んでいくためには、各団体が拡大するのではなく“連携” 

・ 鳥取福祉会の活動は鳥取市内で行っており、市外で活動することはあまりない。しかし、市外のケース
については、県社協等を通じて協力を仰ぎ、支援をつないでいく。包括支援センターにおいても対象
外のケースが来たらまずは受け止めて、つなぐところまで業務として遂行する。個別の団体で拡大し
ようとせず、連携によって広がっていけばよい。 

�����テーマを絞らない人材の育成、体制の拡充が必要 

・ 今後、高齢化の進行や、つながりサポーターが発展して対象者が多く見つかるようになると、対象者
の数が増えていく。また、はざまの支援のために対象の範囲や守備範囲も広がっていく。突発対応も
多く、限られた人材で迅速に対処することは難しくなっていくため、テーマを絞らない人材育成や、範
囲に合わせた体制の拡充が求められる。 

・ 鳥取福祉会では人権教育を毎年計画し、社会背景にあった教育を行っている。その一環で、つながり
サポーター養成研修についても 3 年かけて全職員に受講してもらう計画である。つながりミーティン
グにも参加しており、大学生や地域の人とつながることで、多世代での考え方の違いや地域に求めら
れる活動を把握している。 

�����支援をつなぐためには、顔が見える関係だけでなく、価値観を共有する必要がある 

・ 民生委員さんとのつながりづくりのために、民生委員の定例会に参加したり、日頃から声掛けをして、
顔の見える関係を構築してきた。民生委員の方も施設につなぐのではなく、人につないでくれるの
で、顔の見える関係は重要である。 

・ 一方で、支援をつないでいくためには、顔が見えるだけでなく、価値観も共有していく必要がある。複
合的な課題には一体的に取り組む必要があるが、分野や対象者が異なると、支援に介入する基準や大
切にするものの思想が異なるケースもあり、それが支援をつなぐ障壁になりうる。 

�����つながることで行政や地域の課題が見えてくる、その課題解決に法人として関わっていく 

・ 鳥取福祉会は、行政や地域とつながり、その課題を知り、法人として課題解決に関わってきたことで、
多岐にわたる分野での活動に広がった。食材配送の支援も、地域の課題を知って、法人でできること
を考えた結果、昼間に空いているデイサービスの車両を地域食堂の食材配達に活用できるといった
地域貢献のあり方につながった。企業や法人は一定地域に貢献したいと思っていると思うが、その方
法がわからないケースは多いと思う。 

 

 

 

孤独・孤立問題の解決には 

「人と人がつながる」ことが 

そのスタートになると考えます。 

つながりを求める手がそこにあれば 

誰かがその手を握り、 

そして必要な支援へとつなぐ。 

温もりある「つながり」が 

地域社会に求められているのだと思います。 

今後も、地域の声に耳を傾け、 

福祉ニーズに取り組んで参ります。 

 

社会福祉法人鳥取福祉会 法人本部 

企画課長兼保育課長 上根 拓也 
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5.自治体等との打合せ記録一覧  

No. 日時 打合せ相手団体 
出席者 

打合せ相手 NRI 

1 
8/21（水）

15:00-16:30 

鳥取市 中央人権センター 川口様 

生駒、橘、 
小田、山崎 

鳥取市 人権政策局 谷口様 

NPO 法人 地域共生とっとり 
竹本様、小嶋様（鳥取市 
孤独・孤立対策推進員） 

２ 
9/11（水） 

9:00-10:30 
NPO 法人 地域共生とっとり 

竹本様、小嶋様（鳥取市 
孤独・孤立対策推進員） 

生駒、橘、 
小田、山崎 

３ 
10/18（金）

9:00-11:00 

鳥取市 中央人権センター 川口様 
生駒、橘、 
小田、山崎 NPO 法人 地域共生とっとり 

竹本様、小嶋様（鳥取市 
孤独・孤立対策推進員） 

４ 
11/11（月）

13:30-15:30 

鳥取市 中央人権センター 川口様 
橘 

NPO 法人 地域共生とっとり 
竹本様、小嶋様（鳥取市 
孤独・孤立対策推進員） 

5 
12/7（土）

13:00-15:30  

鳥取市 中央人権センター 川口様 
生駒、橘 

NPO 法人 地域共生とっとり 
竹本様、小嶋様（鳥取市 
孤独・孤立対策推進員） 

６ 
12/14（土）

13:30-15:30  

鳥取市 中央人権センター 川口様 
橘 

NPO 法人 地域共生とっとり 
竹本様、小嶋様（鳥取市 
孤独・孤立対策推進員） 

6 
12/27（金）

10:00-11:30 

鳥取市 中央人権センター 川口様 
橘 

NPO 法人 地域共生とっとり 
竹本様、小嶋様（鳥取市 
孤独・孤立対策推進員） 

７ 
2/6（木） 

10:00-11:00 
智頭町 福祉課 高垣様 生駒、橘 

８ 
2/6（木） 

13:00-15:00 

鳥取市 中央人権センター 川口様 

生駒、橘 NPO 法人 地域共生とっとり 
小嶋様（鳥取市 孤独・
孤立対策推進員） 

新温泉町 社会福祉協議会 平澤様 

９ 
2/7（金） 

9:00-10:30 

鳥取市 中央人権センター 川口様 
生駒、橘 

NPO 法人 地域共生とっとり 
小嶋様（鳥取市 孤独・
孤立対策推進員） 

１０ 
2/14（金）

11:00-12:00 

NPO 法人 地域共生とっとり 
小嶋様（鳥取市 孤独・
孤立対策推進員） 橘 

鳥取福祉会 上根様 

11 
2/２8（金）

14:00-15:30 

鳥取市 中央人権センター 川口様 

生駒、橘 NPO 法人 地域共生とっとり 
竹本様、小嶋様（鳥取市 
孤独・孤立対策推進員） 

新温泉町 社会福祉協議会 平澤様 
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自治体による従前からの取組 

 

 つながりサポーター養成研修 

（取組概要） 

令和４年度から深刻化する「社会的孤立」に対応するため、支援の第一歩としてまずは地域の住民同士で「つな

がる」ことが重要となることから、地域住民との顔の見える関係づくりや見守り活動といったつながりづくりを

行うサポーター の養成を行っている。 

 

（実施内容） 

・孤独・孤立に関する有識者・専門家による講義 

・孤独・孤立ケースに関するグループワーク 

・孤独・孤立に関する研修教材としての書籍の配布 

・サポーターへの参加を促す PR 動画の撮影 

・サポーターへ認定された方への修了証とバッジの配布 
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試行的事業 

① 麒麟のまち孤独・孤立対策官民連携ＰＦの開催 

概要 

• 麒麟のまち孤独・孤立対策官民連携ＰＦを開催した。 
• 第１回は顔合わせとして全体会合を鳥取市で開催し、第２回は各地域で講師を呼ぶ

研修会を開催した。第３回として令和６年度の取組の振り返り会を３月に開催する
予定である。 

ねらい 
• 麒麟のまち圏域での一体的なＰＦの体制構築を行うこと。 

• 市町の範囲を超えてリソースを共有し、一体的な支援を提供できるようにすること。 

工夫点 

• 昨年度に方針決定した広域でのＰＦを立ち上げ、各地域の意向を確認しつつ広域で

の連携をすすめた。 

• テーマごとにＰＦや会議体を作るのではなく、柔軟なＰＦを構築し、必要に応じてプロ

ジェクトや分科会として動ける体制を検討した。 

結果 
• 研修会を開催できたことが好評で、住民が参加しやすく、自治体職員が他地域を訪

問し交流するきっかけとなった。 

• 今後のＰＦの体制や取組事項の整理ができた。 

 

（実施概要） 

• 昨年度広域でのＰＦの形成について合意形成され、今年度より麒麟のまち圏域でのＰＦが開催された。今

後は、テーマごとにＰＦや会議体を作るのではなく、ゆるやかなＰＦを構築し、必要に応じてテーマごとに

プロジェクト型で包括されたＰＦや会議体のネットワークを活かして動ける体制を目指す。 

• 第 1 回のＰＦ会合は、8 月 22 日に実施し、顔合わせおよび今後ＰＦで実施したいことを募った。 

参加者は各自治体の担当レベル、社協で 23～24 名程度が参加した。 

 広域で連携する上では、各自治体の支援体制等が異なるため、各自治体の取り組み方は尊重

する必要があるといった意見が出た。 

 一方で、つながりサポーターは取り組みたいという意向が鳥取市外でもあり、広域ＰＦ全体で

推進していくこととなった。 

 

ＰＦ参画団体（28 団体） 

岩美町 健康福祉課 生活福祉係 一般社団法人 ひだまり 

岩美町社会福祉協議会 協同組合 鳥取県生活協同組合 

若桜町 福祉保健課 福祉係 鳥取医療生活協同組合 

若桜町社会福祉協議会 社会福祉法人 鳥取市社会福祉協議会 

智頭町 福祉課 鳥取福祉会 

八頭町 福祉課 地域でくらす会「いくのさん家」 

八頭町社会福祉協議会 企業・団体 日本郵便株式会社 

香美町 福祉課 社会福祉係 株式会社鳥取銀行 

香美町社会福祉協議会 株式会社アクシス 

新温泉町 福祉課 株式会社つむぎ 

新温泉町社会福祉協議会 鳥取市人権教育協議会 

鳥取市 総務部 人権政策局 医療関係 鳥取県東部医師会 在宅医療介護連携

推進室 福祉部 地域福祉課 

福祉部 長寿社会課 

福祉部 中央包括支援センター 

人権政策局 人権推進課 
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• 第 2 回は会議ではなく研修会の形式で、各地で実施した。鳥取市、智頭町、岩美町、新温泉町では、「つ

ながりって！？講演会」と題して、講師を呼び講演会を開催した。その他、八頭町、新温泉町、岩美町で

はつながりサポーター養成研修を開催した。 

 広域のＰＦにおいて開催場所が鳥取市ばかりだと遠方で参加しにくいが、各地で講演会を開催

することで鳥取市民以外の住民や支援者も参加することができた。 

 各自治体だけでは、講師を呼び開催することが難しい講演会を広域連携によって開催できた

という声があった。 

 各地で開催することで、麒麟のまち圏域の自治体職員が、鳥取市以外にも自治体を訪問する

機会ができ、自治体職員同士が交流する機会にもなった。 

 

第 2 回のＰＦの開催状況 

１ 開催場所 日時 講師 

鳥取市  鳥取市役所 

本庁舎 

多目的室 2.3 

12 月 7 日

（土） 

13:00～

15:30 

１） 厚生労働省 社会・援護局 

福祉基盤課 福祉人材確保対策室長 吉田昌司氏 

２） 特定非営利活動法人抱樸  

希望のまち事業部 部長 中間あやみ氏 

３） 鳥取市中央人権福祉センター 所長 川口寿弘氏 

開催結

果 

参加者 

21 名 

• 参加者からは、「つながりサポーターに求められていることが理解

できた」、「自分から地域の人と関わることがつながりを作るうえ

で大事だと改めて思った」などの感想が得られた。 

２ 開催場所 日時 講師 

智頭町 保険・医療・ 

福祉総合センター 

“ほのぼの”内 

ひだまりホール 

1 月 26 日 

（日） 

10:00～

11:30 

１） 社会福祉法人 高崎市社会福祉協議会 

伊藤岳央氏 

開催結

果 

参加者 

32 名 

• 参加者からは、「再犯防止の取組について知ることができた」、「他

地域の具体的な事例を知ることができた」といった感想や、「断ら

ない関係性を築いていきたい」、「我々にもできる支援があるはず

だと思った」などの今後に向けた前向きな意見が得られた。 

３ 開催場所 日時 講師 

岩美町  岩美すこやか 

センター ２階 

大会議室 

2 月 21 日 

（金） 

14:00～

15:30 

１） 美作大学 社会福祉学科 講師 中島大棋氏  

２） 松江市社会福祉協議会 生活支援課  

副主任 三好良知氏 

開催結

果 

参加者 

17 名 

※悪天候のため 8

名欠席 

• 参加者からは、「身寄りのない方という視点について深く考えたこ

とがなかったので、新しい気付きになった」等の感想が得られた。 

• また、「社協だからできることを聞いて、経験が少ない自分でもで

きることからやってみようと思った」、「今後身寄りのない人が増

えるため、サービスを検討していかないといけない」といった今後

に向けた意見が出た。 

４ 開催場所 日時 講師 

新温泉

町 

新温泉町文化体育

館・夢ホール 

2 月 28 日

（金） 

14:00～

15:30 

１） 一般社団法人コットンマム 渡邉美代子氏 

２） 当事者だった少年 

開催結

果 

参加者 

52 名 

• 参加者からは「つながりがないことで、居場所を求めてさまよって

いる人がいることを知った」、「田舎でも起こりうること、身近にあ

ると感じた」などの感想が得られた。 

• 「支援者として自分の人との関わり方をもう一度見直さなければ

という気持ちになった」、「生の声を聴くことで手を差し伸べる必

要性を感じた」などの意見が出た。 
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つながりって講演会 in 鳥取の様子 

 

つながりって講演会 in 新温泉町の様子
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（関連資料） 

第 2 回のＰＦの広報チラシ（②智頭町の開催会） 
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（関連資料） 

第 2 回のＰＦの開催概要 
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（関連資料） 

第 2 回のＰＦの依頼状 
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② 麒麟のまち支援職つながり交流会 

概要 
• 支援職のつながりづくりを目的に支援職つながり交流会を開催した。講師に NPO

法人花 理事長 目﨑 智恵子氏を呼び、講演を行っていただき、さらに、支援職の

かかえる困難について、支援職同士で話す機会とした。 

ねらい 
• 支援職に対して、課題解決だけでなく、話を聞いたり伴走する支援もあることを伝

えること。また、支援職同士が市町の垣根を越えてつながり、共感や情報共有の場

を提供すること。 

工夫点 
• 支援職同士がかかえる困難について話し合い、つながる機会をつくる。問題解決で

はなく、共感や共有の場とする。 

結果 
• 参加した支援職からは「多職種の人と交流できたことで、考え方の違いを知ること

ができた」、「地域とのつながりを考えていきたい」等の意見が得られた。 

 

（開催概要） 

支援職のつながりづくりを目的に支援職つながり交流会を開催した。 

講師に NPO 法人花 理事長 目﨑 智恵子氏を呼び、講演を行っていただき、さらに、支援職のかかえる困難

について、支援職同士で話す機会とした。つながり交流会では、問題解決を目指すものではなく、共感や共有の

場として、日頃の想いや考えについて支援職同士で意見交換を実施した。 

開催の様子 

  

（開催結果） 

 参加者は 37 名で、20 代 8 名、30 代 8 名と若い世代の参加も多かった。アンケート結果では、以下のような

意見が得られた。（一部抜粋） 

他の職種との 

意見交換がよかった 

• 多職種の方の声や思いを聴けた 

• 色々な職種の人と話ができて良い刺激になった 

• 普段、関わりの少ない職種の方と話せた 

• 知らない話、情報を知ることができた 

• 色々な立場や職種で考え方も違うので良かった 

• 様々な分野からの参加があり、楽しかった。 

つながりの重要性が 

わかった 

• 連携する・つながりを作ることの大切さが理解しやすかった 

• 身近なところからのつながりが大切だと思った 

• つながることの必要性、重要性がわかった 

今後に向けた抱負 • 包括としてできることがもっとあると思った。 

• 地域とのつながりを作りたい。考えていきたい。 

 

（工夫点） 

 グループワークでは、テーブルに模造紙を固定し、出た意見を模造紙に書きながら対話をする。1 回目のグル

ープワークを実施した後、席を移動し別のメンバーとの対話を行う。2 回目のグループワークでは、その場に集

まった人だけでなく 1 回目のグループワークでどんなことを話したのか、模造紙を見て知ることができる。 

 グループワークのメンバーは、1 回目は別業種、2 回目は同業種として、別業種の支援職の想いを知ったり、同

業種の支援職と共感しあったりできるように工夫をした。また、広域で開催することで、日頃あまり同じ状況に

置かれた人と話すことができないが、今日は共感できる人と会えたといった声が会場から聞かれた。 
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（関連資料） 

チラシ 
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③ ＰＦメンバーの視察研修 

概要 
• 12 月 10 日～11 日にＰＦの参画団体と広島県福山市の「鞆の浦・さくらホーム」、香

川県琴平町の「社会福祉法人琴平町社会福祉協議会」を視察し、意見交換を実施し

た。成果を踏まえてＰＦの今後の活動に資するレポートを作成した。 

ねらい 
• ＰＦメンバーが孤独・孤立対策についての理解を深め、新たな視点を取り入れて自ら

考えること。 

工夫点 
• 視察するだけでなく、意見交換会を開催するとともに、参加者に参加レポートとして

今後の鳥取市および麒麟のまち圏域での取組に活かせることを検討、整理してもら

った。 

結果 
• 視察で新たなアイデア等を知ることができ、参加者レポートを通じて今後麒麟のま

ちでやりたいこと、やるとよいと思うことの案が複数挙げられた。 

• 視察研修を通じて、ＰＦメンバーの関係性の強化やつながりづくりができた。 

 

（実施概要） 

日  時： 令和６年１２月１０日（月）～１１日（火） 

視察先： 12 月 10 日（月） 広島県福山市「鞆の浦・さくらホーム」  

12 月 11 日（火） 香川県琴平町「社会福祉法人琴平町社会福祉協議会」 

 

広島県福山市「鞆の浦・さくらホーム」では、ＰＦの取組を紹介したのちに、「鞆の浦・さくらホーム」の取組につ

いての説明を受けた後、施設および鞆町内の見学を実施した。最後に「麒麟のまち孤独・孤立対策官民連携ＰＦに

取り入れたいこと」のテーマで意見交換を実施した。 

 

「鞆の浦・さくらホーム」の視察の様子 

  

 

香川県琴平町「社会福祉法人琴平町社会福祉協議会」でも同様に、ＰＦの取組を紹介したのちに、「社会福祉法

人琴平町社会福祉協議会」の取組を紹介いただいた。質疑の後意見交換会を開催した。 

 

「社会福祉法人琴平町社会福祉協議会」の意見交換会の様子 
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意見交換会では、以下の意見が得られた。 

 地域性の違いはあるが、琴平町社会福祉協議会の広域連携の取組は麒麟のまちでも必要な視点である。

それぞれの町の良さを活かせるような活動を考えていくべき。 

 住民が主体になるためには手の届く範囲で支援していくことが大事だと感じた。住民自身が自分たちの

町をどう捉えるか、そこに対するアプローチができれば良い。 

 どちらの視察先の町も、町全体が居場所になっており、安心感の得られる場と捉えて活動されていると

感じた。鳥取市も自分が死んだ後も自分の意向が大事にされるような町にしていきたい。 

 まちづくりの観点と顔の見える関係が重要だと感じた。麒麟のまちの取組でも重要にしていきたい点だ

と思う。 

 自治体はもっと現場に入り込み、地域づくりに取り組んでいくことが必要だと感じた。孤独・孤立対策も

地域の文化にしていけるよう取り組んでいきたい。 

 

また、参加者レポートでは、新たなアイデアを知ったり、意見交換をすることで、以下に示すようなテーマが今後

麒麟のまちで実施するＰＦにおいて取組案として提起された。また、同行することでＰＦメンバーとの関係性を強

化できた、関連事業の担い手を見つけることができた、多角的な意見交換ができたといった、視察の機会を活か

すことができたという意見も得られた。 

 

視察参加者レポート（一部抜粋） 

今後やりたいこと、 

やったらいいと思うこと 

居場所づくり・まちづくり 

• 地域食堂の多機能化、地域拠点としての深化 

• 利用者同士が交流できる居場所を沢山つくり孤立感を和らげるコミュニテ

ィの場所を作る。 

• 有機的な第二～三層協議体の議論と展開、中学校区での取り組みの推進 

• まちづくりの観点を含めること 

住民の協働 

• 各自治体において住民との協働による事業体制の再検討 

• 地域での住民の役割づくり 

• 地域全体で見守りケアができる活動 

• もっと地域に入っていくこと、行政や支援団体の職員の地域化 

終活支援 

• 身寄りのない方の終活支援とそれをサポートする基金の設立、地域全体で

見守りケアが出来るような活動 

支援者の連携 

• 麒麟のまちの社協同士の交流と協働促進 

• 地域共生の研修会 

視察の良かった点 • 鞆町でのさくらホームさんや琴平町での社協さんが取り組まれている課題

には、鳥取市や麒麟のまち圏域が抱えているものと同じものも多分にあ

り、課題に対してのそれぞれの独自のアプローチをお聞きする度に「そんな

ことができるのか」と目から鱗が落ちるようで、大変有意義な視察であっ

たと思う。 

• 視察によりＰＦの構成員同士の関係強化や麒麟のまちのあるべき姿・価値

観について議論、共有できる意義はとても大きい。 

• 同行で関係が深まったことで、別の取組における担い手を新たに掘り起こ

すことにつながるなど、とてもありがたい機会となった。 

• 様々な立場からの参加ということもあり、非常に多角的(医療、隣保事業、

地域食堂、自治体)視点での意見交換ができた。 
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④ 取組のブランディング・広報 

概要 

• 官民連携ＰＦやつながりサポーターの取組について、広く周知するだけでなく、地元

にある良い取り組みとして愛着を持ってもらえるようブランディングを実施した。

広報動画の作成と合わせて、養成研修の動画の内容も更新を行った。 

• 具体的には、広報としてどの手法が効果的なのかを把握するためにテレビ、ラジオ、

SNS、チラシ、サイネージ等のメディア MIX での広報、地域でのコラボイベントの

開催等を実施し、実施後に認知度調査を実施することで効果測定を行った。 

• つながりサポーター拡大にむけて受講者に配布するピンバッジの制作も行った。 

ねらい 
• 官民連携ＰＦとつながりサポーターの存在を広く周知し、地元の良い取り組みとして

愛着を持ってもらうこと。 

工夫点 
• 広報の効果を把握するために、テレビ、ラジオ、SNS、チラシ、サイネージ等のメディ

ア MIX での広報や地域でのコラボイベントを実施し、認知度調査で効果測定を行っ

た。 

結果 
• 広報実施後のアンケートではつながりサポーターの認知度は 41%となった。どこで

知ったかでは、新聞折込の効果が高い可能性が示唆された。また、TVCM の効果も

確認された。 

 

（実施概要） 

① 広報の実施 

つながりサポーターの認知度が未だ高くないことが課題となっていることをふまえ、広く麒麟のまち圏域に

おいてつながりサポーターの認知拡大することを目的として、つながりサポーターの広報および広報に使用

する素材の作成を行った。 

1) 動画を用いた広報 

動画を用いた広報としては、テレビ、ケーブルテレビ、ラジオ、SNS、サイネージを通じて、15 秒～５分の動

画を制作、放映することで広報を実施した。 

 

動画広報の取組実績 

媒体 内容・分量 出稿先 日程 

テレビ 15 秒 CM 

72 本（24 本×3 局） 

日本海テレビ、さんいん中央

テレビ、山陰放送 

1 月 25 日（土）～2 月

22 日（土） 

1 分 インフォーマーシャル 

3 本（3 本×１局） 

日本海テレビ ２月１０日（月）～２月１

２日（水） 

ケーブル ５分 動画 

※令和５年度制作の動画から

抜粋して制作 

ぴょんぴょんネット ２月１４日（金）、２月１５

日（土） 

ラジオ 深堀！インフォメーション・ト

ーク！ 

（地域情報無料お知らせ枠） 

FM 鳥取 ２月１０日（月）、２月２２

日（土） 

SNS YouTube での動画広報 YouTube １月２５日（土）～２月２

２日（土） 

サイネージ 屋外サイネージでの CM 放

送 

市役所周辺施設（鳥取まちビ

ジョン、鳥取駅前、天神町） 

１月２５日（土）～２月２

２日（土） 
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CM の広報動画 

  

 

１分・５分版の広報動画 

  

 

サイネージの様子 
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   ２） 紙媒体の広報 

 紙媒体による広報として、新聞折込を制作し、鳥取市だけでなく麒麟のまち圏域の新聞に折り込み配布し

た。さらにポスターを制作し、行政や支援機関等の各拠点に貼りだして広報を実施した。 

 

紙媒体の広報の取組実績 

媒体 内容・分量 出稿先 

新聞折込 B3 二つ折り 

８０,０００部 

日本海新聞の麒麟のまちエリアに折込を実施 

ポスター B2 ２５０部 各拠点で貼付 

 

折込チラシ 

   

 

B3 ポスター 

 

  



29 
 

② コラボイベントの開催 

 山陰エリアでイベントを開催している山陰三ツ星マーケットとコラボレーションでのイベントを開催した。山

陰三ツ星マーケットでは、ハンドメイドの雑貨や、食べ物などの出店があり、定期的にマルシェを開催してい

る。今回はコラボイベントとして、通常の山陰三ツ星マーケットの開催に加えて、つながりサポーターPR ブー

スを設置し広報を実施した。さらに先着１００名に粗品をプレゼントする形で、つながりサポーターに関する

アンケートも実施した。 

 

開催概要は以下の通り 

催事名： あなたとつながる DAY♪with 山陰三ツ星マーケット 

日  程: 令和７年２月２２日（土） １１：００〜１６：００ 

場  所： 鳥取砂丘コナン空港 

内  容： 山陰三ッ星マーケット、つながりサポーターPR ブース 

 

コラボイベントの広報                       開催の様子  

     

PR ブースの様子 
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【広報の効果検証】 

 鳥取市の公式 LINE で告知を行い２月１５日（土）～２月２２日（土）にかけて、Google フォームでのアンケ

ートを実施した。また、コラボイベントの会場でもアンケートを実施した。３９６名から回答があった。 

 結果として、つながりサポーターの認知度は「詳しく説明できる」、「大まかな説明ができる」、「聞いたこと

がある」をあわせて４１%となった。令和６年１月に実施した地域福祉に関する意識調査では、地域食堂の認

知度 70.4%に対して、つながりサポーターの認知度は 23.3%にとどまっていた。調査方法が異なるため

単純比較はできないが、今回の調査においては、過去調査以上の認知度を観測することができた。 

 

つながりサポーターを知っていますか？              いつ頃知りましたか？ 

        （N＝3９６）                            （N＝16３） 

    

 

つながりサポーターをどこで知ったのかという設問では、市報が最も多く 39.9%、次いで、養成研

修、関連イベント（フォーラムや講演会）が多い結果となった。今回実施した広報では、新聞・広告が最も

多く 12.3%、次いでテレビの 8.6%、チラシの 8.0%の順で多い結果となった。新聞による広報の効

果が大きく見られた。ただし、新聞折込については、選択肢のうち、新聞記事・広告、チラシ、折込チラシ

に分散した可能性がある。 

つながりサポーターを何で知りましたか？（N＝１６３） 

 

  

5%

10%

26%
59%

詳しく説明できる

大まかな説明ができる

聞いたことがある

知らない

34%

24%

23%
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12.3%
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（関連資料）アンケート調査票 
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③ 動画の作成 

今後継続的によりよい養成研修を開催することを目的として、映像の見直しを行い、データの更新や国の

取組を最新情報に更新するなど、継続的に使用できるように修正を行った。 

 

情報を更新した研修動画 

 

 

④ ピンバッチの作成 

つながりサポーターの修了証としてバッチを 500 個作成し、つながりサポーター養成研修の受講者に配布

した。 

つながりサポーター養成研修修了証のバッチ 
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（参考） 

⑤ つながりサポーター養成研修の開催・展開 

概要 

• 鳥取市以外の麒麟のまちにおいて、つながりサポーター養成研修の集合型研修を

開催した。 

 【ＰＦの一環として各地で開催した研修】 

 職員向け：八頭町（12/20）、 

 民生委員向け：新温泉町、岩美町 

 

• つながりサポーターの展開にむけて、ニーズを受けて以下の研修について検討を実

施した。 

 【専門職向けのつながりサポーター養成研修】 

 一般市民よりもケースを専門職の実態に即した形とする方針で検討した。 

 10 月 9 日（水）に検討会を開催し、求められる視点や内容を議論した。 

 【つながりサポーターフォローアップ研修】 

      つながりサポーターとして登録した人を対象にフォローアップとして、情報の再

確認や、新しい情報のインプットを行う研修を開催した。鳥取大学医学部孫大輔氏

を講師に呼び、新しい知識やスキルのインプット、グループワーク、研修を行った。

研修後はつながりサポーター同士の交流の場とした。 

 【つながりサポーターリーダー養成研修】 

つながりサポーターの事業拡大に伴い、グループワークのファシリテーター、

将来的には研修そのものを運営できる人材の養成、確保にむけてリーダー養成

の研修も今後検討していく予定とした。 

ねらい 

• 麒麟での広域のＰＦにおいて共通のキーワードとしてつながりサポーターを育成す

ること。 

• 専門職に伴走支援の情報を提供したり、つながりサポーターとして登録した人を対

象に知識を広げたり、つながりサポーター養成研修の拡大にむけて人材を育成する

など、今後の展開についても検討すること。 

工夫点 

• 広域連携のきっかけとしてつながりサポーター養成研修を展開した。 

• 今後のつながりサポーターの展開を見越して、登録した人が活躍できるように研修

を実施したり、専門職向けの研修などを検討した。 

• つながりサポーター養成研修が今後広がっていくことを見越してリーダーの必要性

を検討していく予定。 

結果 

• つながりサポーターを広域連携のキーワードとして拡大するため、各地域からの要

望に応じて研修を開催した。 

• つながりサポーター養成研修の拡大にむけて必要なことを検討し、研修の種類（専

門職向け）を増やす、受講後のつながりサポーターへの研修、つながりサポーター養

成研修を担う人材の育成等を今後も進める。 

・つながりサポーター養成研修については、支援職向けにより支援職に会ったケー

スをお題にした方が良いといった意見があるため、研修の内容を議論した。次年度

に向けて方向性を定めていく。 

・登録後のつながりサポーターが活動できるように、フォローアップ研修として、 

新しいことを知り、知識の幅を広げるための研修を開催した。 

• ・今後つながりサポーター養成研修の拡大に向けて講師も担える人材の育成が必要

になるため、つながりサポーターリーダー養成研修も次年度以降検討する。 

開催の様子 
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（参考） 

⑥ つながりミーティング 

概要 

• つながりサポーターが今後地域を支えていくための基盤づくりとして、つながりサ

ポーター同士、つながりサポーターと支援団体のつながりが必要だという声を受け

て、交流の場としてつながりミーティングを開催した。 

▶河原地区（8/28）、高草地区（12/14） 

ねらい 
• つながりサポーターの研修・交流会を開催することで、つながりサポーターが地域で

活動しやすい環境を整備する。 

工夫点 

• つながりサポーターとして活躍するためには、支援者が孤独では動きづらいため、

支援者同士がつながれる場を提供すること。 

• あわせて、つながりサポーターが支援につなぐ際に困らないようにつながりサポー

ターと支援機関の顔の見える関係を構築することも目指す。 

• 地区別にグループを組むことで、より近い地域の人と知り合えるように工夫した。 

• つながりサポーターへの負荷が高くなりすぎないように、参加者は希望制とした。 

結果 
• つながりサポーターの所在を知ることができた、つながりサポーターと支援団体の

顔が見える関係性ができた等という声があった。一方で、もっと多くのつながりサ

ポーターとつながりたいという意見もあった。 

 

（実施概要） 

つながりサポーターが今後地域を支えていくための基盤づくりとして、つながりサポーター同士、つながりサ

ポーターと支援団体のつながりが必要だという声を受けて、交流の場としてつながりミーティングを開催した。

試行的事業の実施前の 8 月 28 日に河原地区で一度開催しており、12 月 14 日に高草地区で開催した。 

 高草地区のつながりミーティングには、つながりサポーター12 名と支援機関 6 名、その他 5 名が参加した。 

 

開催の様子 
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 参加者アンケートでは、地域の人と知り合うことができた、支援機関を知ることができたという意見が得られ

た。また、つながりサポーターの役割を理解することができたという意見も得られた。 

 

アンケート結果（一部抜粋） 

つながりをつくることが 

できた 

• 地域の方と顔を合わせることができて、関係機関を知ることができて良か

ったです。 

• この会を通じて、つながることができたのでとても良い機会でした。 

• 包括支援センター等、支援機関が何をしているのか知ることができた。 

つながりサポーターの 

活動や役割がわかった 

• 活動方法がなんとなくわかったように思う。 

• つながりサポーターとして、どのように動いていけば良いのかを少し知る

ことができました。 

• 今後の活動の道が少し見えたような気がしました。 

• つながりサポーターの人が問題解決をしようとするのではなく、一人で抱

え込まずにつなぐということを改めて意識することができた。 

 

 アンケートの「今日の会で新しいつながりができたか」の質問では 9％（2 名）が「できた」、76%（16 人）が「少

しできた」と回答した。また、継続したつながりを持ちたい、今後もこのような気があるとよいといった意見が得

られた。 

 

今日の会で新しいつながりができたか 

 

  

9%

76%

10%

0% 5%

できた 少しできた あまりできなかった 全くできなかった 無回答
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２－７．宇和島市 

No. ７ 宇和島市 

 

1. 取組の全体像 

１．自治体の概要 

① 自治体名 宇和島市 ② 担当部局名 保健福祉部 福祉課 

③ 人口 67,186（人）＜令和６年１０月２４日現在＞ 

④ 
自治体内 

連携 

庁内連携部局（メイン） 
保健福祉部全課 
（保険健康課・福祉課・高齢者福祉課・保護課・こど
も家庭課） 

 
庁内連携内 
※会議体、情報共有 

・福祉課（くらしの相談窓口）および、地域包括支援セン

ターを主軸とした重層的支援体制構築事業構成員によ

る孤独・孤立対策の実施 

庁内連携部局（メンバー） 
重層的支援会議および孤独・孤立対策会議構成員
（保健福祉部全課･建築住宅課・市民課） 

 
庁内連携内容 

※会議体、情報共有 

・【孤独孤立対策会議】 
重層的支援会議構成員と同構成員にて孤独孤立
対策会議を実施しており、福祉分野にとらわれな
い幅広い分野での関係課との連携により、重層の
取り組みを生かした柔軟な対応により、個別ケー
スの支援検討に至るまでを実施。 

２．形成をめざす地方版連携ＰＦの姿 

① 

従前の 

取組 
※重層の取
組、外部
組織連
携、地域
コミュニ
ティ形成
等 

・ 平成３０年７月豪雨災害復興支援として、ボランティア、NPO 等の中間支援機能を
有した宇和島 NPO センターの設立を支援。     

・ ◇行政、社協、NPO 等と連携し、被災者支援を実施し、孤立リスクの高い被災者に
対して、見守り支援を実施してきた。 

《これまでの経緯》 
・ ◇平成２９年度に各地区の民生委員を対象とした「ひきこもり調査」 
・ ◇平成２９年度から「我が事・丸ごと」の地域づくり推進事業により、多機関協働・地

域力強化事業を同時に開始。 
・ ◇平成３０年度より「地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事業を実

施。 
・ ◇令和３年度より「重層的支援体制整備事業」に移行し、体制整備を強化。 

② 

実現したい

状態 

※構築する

仕組み/支

援対象の住

民を取り巻

く環境 

今年度のゴール 

• 孤独・孤立を抱えている方の潜在層の把握に

努める必要性があることを今年度の課題と

捉え、地域で活動する NPO 団体等へのアン

ケート等を実施し、孤独孤立の実態調査を実

施する。更に今年度新たに加わった居住支援

法人との連携体制を完成させる。 

最終的なゴール 

• 従前より整備してきた支援体制を基盤としつ

つ、食と住まいに係るアウトリーチ支援の強

化により、「食と住」、人の生活における二本

柱を強固なものとする。また、民間企業や住

民ネットワークを活かし、新たな課題として

「お一人様問題」や「終活」、「雇用」、などに係

る資源の把握と開発、その支援に向け、属性

を問わない多様な主体との連携体制を完備

していく。 
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３．地方版連携ＰＦにおける連携体制 

①  

地方版連携

ＰＦ 

（種類があ

れば） 

立ち上げ年度 令和４年度 

参画メンバー 民間企業、NPO 法人、社会福祉法人、一般社団法

人 RCF 

選出・打診時の工夫 
宇和島市が目指している食支援を入り口とした孤

独孤立対策において、地域に対する食の支援およ

び関連支援団体の中間支援が可能な組織を選出。 

②  

地域協議会 

※特に専門

性の高い支

援を行う団

体等で構成 

立ち上げ年度 令和６年度 

参画メンバー 重層的支援会議構成員（保健福祉部全課・NPO

団体・社会福祉協議会・居住支援法人） 

選出・打診時の工夫 従来より実施している重層的支援会議の構成員を

地域協議会の構成員としている。 

４．ＰＦ連携による価値や工夫＿考え方 

・ 行政⇔支援団体との情報共有や課題認識など、連携体制を図ることで目線合わせを行いながら、支援を

必要とする方に適切な対応が取れるよう、効率的な支援を実施することができる。 

・ 各支援団体が住民との接点により得られた情報を可能な範囲で相互に共有しながら、抜け漏れのない支

援体制に向けて、求められる課題把握やＰＦ機能の高度化を実現することができる。 

・ 支援団体と地域住民とのつながりを密にすることで、課題の早期発見・早期解決、また孤独孤立の予防に
も資することができ、行政・支援団体・地域住民の三位一体での支援体制が確立できる。 
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2. 連携ＰＦイメージ 

５．連携ＰＦのイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

3. 試行的事業一覧 

６．本年度に取り組む試行的事業の概要 

試行的事業の 

ポイント・工夫 

・ これまで手の届いていなかった食支援アウトリーチ手法に係る多機関連携構築と実
装検討 

 事業名称 事業内容 目的/期待効果・KPI 実施時期 発注先 

①  

食支援によ

るアウトリ

ーチ手法の

確立 

・ 食を通じたアウトリーチ・アセ
スメント手法の確立 

・ 確立したアウトリーチ・アセスメ
ント手法の域内支援団体への
インプット 

・ アウトリーチ・アセスメント手法
の試行的実施 

・ 域内支援団体への実態把握調
査 

・ 食を通じたアウトリーチ手法に
関する認知普及 

・ アウトリーチ・アセ
スメント手法の確
立 

・ アウトリーチ・アセ
スメント手法の域
内支援団体への
スキル移管 

・ 域内支援団体の
整理・課題把握 

１月～ 

U.grandma 

Japan 

（約 130 万

円） 

成果
検証
結果 

 研修を受けた支援団体の数：２ 

 試行的に手法を実施した支援団体の数：
2 

 実態把握調査に回答した支援団体の数：
18 

②  

食支援によ

るアウトリ

ーチ体制強

化事業 

・ 孤独・孤立の予防/課題解決へ
向けた会議体の運用支援 

・ 食支援の実施主体への支援 
・ 孤独・孤立対策のあり方検討 

・ 重層体制と孤
独・孤立の方向
性設定/論点整
理 

・ 食支援の実施 

・ 今後の食支援の
在り方/課題整
理 

１２月～ 

RCF 

（約 230 万

円） 

 

成果
検証
結果 

 運営支援をした会議体の数：２ 

③  

居住支援の 

普及啓発グ

ッズの制作 

・ 居住支援の普及啓発に向けた
グッズの制作 
・ リーフレット 
・ ポスター 
・ のぼり旗 
・ 看板 

・ 居住支援を認知
している人・組織
の増加 

２月～ 
佐川印刷 

（約 30 万円） 

成果
検証
結果 

 制作物の数：6 種類 

７．次年度以降に向けた事業等の案 ※PDCA サイクルに照らして次年度以降に取り組んでいく事業イメージ

（あれば）を列挙 

・ こども食堂連絡協議会を対象とした実態把握等の調査に基づいた食支援の拡充 

・ 食支援団体に対する、見守り人材育成（気付きの目を持つ人の人材養成） 

・ 居住支援の広報・啓発に向けた取り組み 

・ 食支援と居住支援の二本立てによるアウトリーチ支援の強化 

８． 孤独・孤立対策を公表した際の反響 

・ 事業を通して関係者、関係団体への周知は行っているが、市民に向けての公表については、その方法な
ども考慮し、検討していく。 
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４. 連携ＰＦの行程および実務上の留意点 

【ＰＦ立ち上げまでの行程】 

実務上の留意点 

連携ＰＦの行程 過年度 

平成２９年度～：類似事業の
開始 

令和４年度：ＰＦの立ち上げ 
今年度 令和６年度：ＰＦの拡充 

 

（ア）初期段階 

主担当部署の 

設定 
H２９ 

■保健福祉部福祉課を中心としつ
つ、関係４課が“うちじゃない”
を禁句に保健福祉部全体で孤
独・孤立対策を担当 

― ― 

担当者の初動 

■担当者の問題意識を定量化・資
料化した上で、庁内で粘り強く
説明 

― ― 

（イ）準備段階 

地域の 

現状把握 
H30 

■災害からの復興をきっかけに協
力協定を締結していた民間企業
と連携して、調査を実施 

― ― 

関係団体の 

リストアップ

（庁外） 

H30 

■外部組織の巻き込みを目的に
勉強会を開催 

■具体的な連携スキームとして、
包括連携協定と共同事業を用意 

R7 
１月 

■食を通じたアウトリーチ支援の
拡充に向けて、拡充エリアを担
える支援団体を探索 

関係団体の 

リストアップ

（庁内） 

H30 

■過年度事業を通じて、庁内巻き
込みのために座談会などを開
催 

― ― 

取組テーマ 

決定 
R４ 

■過年度の類似事業でカバーで
きていなかった領域（食支援）を
孤独・孤立対策の一環でカバー 

R7 
１月 

■新たな支援テーマとして居住支
援を設定し、普及啓発を実施 

連携ＰＦの 

企画・設計 
R4 

■過年度事業で構築されてきた
重層的支援会議と一体的に設置
することで、機動的な情報共有
と支援提供を可能に 

― ― 

（ウ）設立段階 

域内住民・団体

への情報発信 
H30 

■マス層への情報発信よりも顔の
見える関係を通じた認知度普及
を優先的に実施 

― ― 

連携ＰＦの 

運営 
R４ 

■重層的支援会議、孤独・孤立対
策検討会、地域協議会を同じ日
程で一体的に月１回開催 

― ― 

（エ）自走段階 

地域協議会の 
設置 

― ― 
R6 
４月 

■重層的支援会議、孤独・孤立対
策検討会と同一メンバーで設置 

ＰＦの 
拡大・活性化 

― ― 今後 

■実態把握調査で特定した課題で
ある若者の孤独をテーマに必要
な体制を巻き込むことで、連携
ＰＦを拡充させていく  
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【それぞれの段階での留意】 
（ア）初期段階 

① 主担当部署の設定 

■保健福祉部福祉課を中心としつつ、関係４課が“うちじゃない”を禁句に保健
福祉部全体で孤独・孤立対策を担当 

・ 平成２９年度に前身となる「我が事・丸ごと」の地域づくり推進事業を開始。
支援の中で地域の個別課題は、裏で複合的につながっており、点ではなく
面での支援が重要であることを実感。 

・ これを受け保健福祉部の関係４課が“うちじゃない”を禁句に複合課題を包
括的に支援するための連携体制を構築。そのまま孤独・孤立対策も担当。 

② 担当者の初動 

■担当者の問題意識を定量化・資料化した上で、庁内で粘り強く説明 
・ 上記の通り、我が事・丸ごとに取組んでいた時から本テーマにおいては面

的な体制整備が必要だと感じていたため、その理由と関連する定量情報を
資料化し、庁内への説明を粘り強く行った。 

・ 結果として、トップダウンで“うちじゃない”をキーワードとした庁内連携が
開始した。 

 
（イ）準備段階 

③ 地域の現状把握 

■災害からの復興をきっかけに協力協定を締結していた民間企業と連携して、
調査を実施 

・ 平成３０年度に福祉課内に「くらしの相談窓口」を設置し、住民からの支援ニ
ーズを継続的に収集。 

・ 平成３０の豪雨災害を受けて、一般社団法人 RCF と協力協定を締結。
RCF により、課題やニーズ・シーズの調査を定期的に実施。 

④ 

‐１ 
取組テーマ決定 

■過年度の類似事業でカバーできていなかった領域（食支援、居住支援）を孤
独・孤立対策の一環でカバー 

・ 過年度の我が事・丸ごとや重層事業でカバーできていなかった食を通じた
アウトリーチ支援について、令和４年度の孤独・孤立対策の開始とともに着
手。 

・ 令和６年度からは、食支援のエリア拡充と、従来より課題意識の大きかった
居住支援を開始。 

④ 

‐２ 

連携ＰＦの 

企画・設計 

■過年度事業で構築されてきた重層的支援会議と一体的に設置することで、機
動的な情報共有と支援提供を可能に 

・ 重層事業とほぼ同一メンバーで一連の会議体を開催することで現場を踏ま
えた機動的な情報共有・支援提供・政策検討を実現するために、孤独・孤立
対策会議と地域協議会、重層的支援会議を一体的に同日開催する形式で
設計 

⑤ 

関係団体の 

リストアップ 

初期メンバー

への声掛け 

庁

内 

■過年度事業を通じて、庁内巻き込みのために座談会などを開催 
・ 宇和島市では、我が事・丸ごとや重層事業を通じて、保健福祉部の関係 5

課（福祉課、こども家庭課、保険健康課、高齢者福祉課、保護課）で既に連携
体制を構築できていた。 

・ 加えて、福祉の周辺領域である子育てや防災の所管部署との連携を構築し
ている。他部の巻き込みのために担当者が職員向けの座学会を開催した。 

庁

外 

■外部組織の巻き込みを目的に勉強会を開催 
・ 初期は、保健福祉部の関係４課がそれぞれ担当する外部機関の巻き込みを

進めた。巻き込みのためには、定期的に多様なテーマで勉強会を開催して
おり、幅広に外部組織へ声をかけている。 

■具体的な連携スキームとして、包括連携協定と共同事業を用意 
・ 連携スキームとして、包括連携協定と共同事業を用意している。企業側の

要望に応じて使い分けをしている。 

 
（ウ）設立段階 

⑥ 
域内住民・団体への

情報発信 

■マス層への情報発信よりも顔の見える関係を通じた認知度普及を優先的に
実施 

・ 孤独・孤立ピンポイントの発信は行っておらず、平成３０年に「くらしの相談
窓口」を設置した際にチラシを作成し継続的に関連施設・支援団体に配布し
ている。 
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・ 行政に直接相談するのは敷居が高いために、顔の見える支援団体を通じ
て、情報共有されることが望ましい。ただし、顔が見える関係だと言いづら
いこともあるため、複数の相談ポイントを作り上げることも重要である。 

⑦ 連携ＰＦの運営 

■重層的支援会議、孤独・孤立対策検討会、地域協議会を同じ日程で一体的に
月１回開催 

・ 孤独・孤立対策検討会を月１回の頻度で開催している。 
・ 孤独・孤立対策検討会は、重層会議との同時開催との位置づけ。 

（エ）自走段階 

⑧ 地域協議会の設置 

■重層的支援会議、孤独・孤立対策検討会と同一メンバーで設置 

重層事業、孤独・孤立対策会議とほぼ同一メンバーで一連の会議体を開催する
ことで現場を踏まえた機動的な情報共有・支援提供・政策検討を実現するた
め、一体的に同日開催する形式で地域協議会を設置 

⑨ ＰＦの拡大・活性化 

■成果を上げている食のアウトリーチ支援の対象エリア・対象層の拡充を引き
続き行う 

・ 令和４年度に整備した“食”のアウトリーチ支援について、令和６年度は食の
アウトリーチ支援のエリア拡充を実施した。今後、未対応エリアへの支援拡
充に向けて、実施体制の拡充を図る。加えて、令和６年度からはかねてより
課題意識が大きく勉強会も開催していた居住に対する具体的支援の整備
を進めた。今後は「おひとり様」を対象とした食、住に係る支援策の確定と、
死後事務含めた新たな社会資源の創出を図る。 

 
ブレイクスルー要因 

 
アクション/ 

ブレイクスルー要因 

■試行的事業で拡充した支援体制によって、これまでとりこぼしていたケース
を発見。改めて多様な主体との連携の重要性を認識 

・ 連携ＰＦの会議を通じて、試行的事業で新たに拡充した食のアウトリーチ支

援のエリアにて、新たな個別ケースを特定した 

・ 本ケースは、これまでの支援体制では拾えていないものであり、支援体制

の拡充により拾うことができたものであった。 

・ 行政においては「市民が知っている」と感じていた困り事の相談窓口（子育

て、高齢者、生活困窮）について、実は知られていないことの気づきにつな

がった。 

・ 中間支援組織及び地域の様々な主体（令和６年度は子ども食堂団体）との

協働で、行政においては孤独・孤立に至っているケースの取りこぼし予防に

つながること、支援団体においては困り事の相談対象について共有が出来

た。 
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コラム ～地域の支援団体から見た孤独・孤立対策と連携ＰＦの重要性～ 

社会福祉法人 宇和島市民共済会 もみの木  

 

 平成２７年度に地方創生のためのマスターレポートで消滅可能性として示されて以降、三間地域では
高齢化が進む中で支えあいのまちづくりをしなければならないという想いが強くなっていた。 

 廃園になっていた三間幼稚園を拠点にすることが住民からも声が出ていた。そこで CCRC の概念に
基づき、核となる交流拠点を作る必要性を踏まえ、我が事・丸ごと事業にて三間幼稚園を拠点として
もみの木の設立・運営を開始。 

 介護事業だけではなく、あくまでも地域の交流拠点として、高齢者から子どもまでを対象に様々なイ
ベントや教室、受け入れ等を実施している。 

�����多様なイベントや教室などを開催することで、住民とのつながりを創出 

・ 「楽しいを中心につながりづくり、生きがいづくり」をモットーに、三味線教室や農作、体操教室、ボッ
チャ大会、こども食堂など、様々なイベントを企画・運営している。 

・ 高齢者だけを対象にするのではなく、折り紙教室などの子どもを対象とした教室も開催することで、
幅広い年齢層の居場所となっている。 

 

�����地域の居場所となることで、住民の様子・変化を把握。何かあった際には、市に連携し、支援を提供す

る体制を構築 

・ 住民向けには、居場所・交流の拠点として施設の運営を行っているが、裏の目的では、住民の見守りも
ある。例えば、いつも教室に来ている人が来なくなったなどの変化があった際には、どんな様子かを
確認するようにしている。これは施設を事業者ではなく地域住民によって運営しているからこそでき
ることである。 

・ 万が一、有事であった際には、市に報告することで、必要な専門支援につなげられるよう連携体制を
構築している。 

 

�����シームレスな情報共有と支援提供には、行政と居場所が一体的になった関係構築が重要 

・ 上記で記載したようなシームレスな連携ができるのは、行政ともみの木が人と人との間で良好な関係
を構築できているからである。 

・ 連携ＰＦとしての連携に限らず、まずはお互いがお互いを知るところから始めなければ、地域の個人を
救うような体制は構築できない。もみの木と宇和島市も、組織の前に、個人としての信頼関係の構築
を重要視している。 

 

（団体の活動写真を掲載いただけますでしょうか） もみの木では、住民のつぶやきを拾い上げ、専門機

関へとすぐに繋ぐのではなく、住民と一緒に動き、

考え、対応していくうちに、住民に変化が起こり「も

みの木に行ったら」が、楽しいことも困ったこともい

い感じの「ごちゃまぜ」になりました。住民の中で、

ごちゃまぜが世代や健常・障害だけではなく事柄や

生活そのものとして捉えられた結果、下記の３本柱

を住民と共に行う場所になっています。。 

「ごちゃまぜの関係性の理解」→世代や障害、健常、

楽しいと困ったもごちゃまぜ 

「ゲストをホストに変える活動」→専門職や機関・行

政だけに任せるのではなく、住民と一緒に、自ら問

題に対し動いて考えてみる。 

「つぶやきを形にする取り組み」→楽しいことも困っ

たことも、小さな意見を小さなうちに対応する（大

きくなるまで先送りしない） 
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5.自治体等との打合せ記録一覧  

No. 日時 打合せ相手団体 
出席者 

打合せ相手 NRI 

1 
8/28（水） 

１0:00-11:30 
宇和島市 保健福祉部 福祉課 富松様、岡松様 生駒、谷本、加藤 

２ 
9/25（水） 

16:0０-１7:0０ 
宇和島市 保健福祉部 福祉課 富松様、岡松様 生駒、谷本、加藤 

３ 
11/7（木） 

１2:0０-１3:0０ 
宇和島市 保健福祉部 福祉課 富松様、岡松様 谷本 

４ 
12/5（木） 

１0:0０-１1:００ 

宇和島市 保健福祉部 福祉課 富松様、岡松様 

谷本 

RCF 前田様 

５ 
1/15（水） 

１５:００-１６:００ 

宇和島市 保健福祉部 福祉課 富松様、岡松様 

谷本 グランマ 松島様 

RCF 前田様 

６ 
2/10（月） 

１0:００-１2:0０ 

宇和島市 保健福祉部 福祉課 富松様、岡松様 

谷本 グランマ 松島様 

RCF 前田様 
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自治体による従前からの取組 

 

 平成２９年度「我が事・丸ごと」の地域づくり推進事業 

地域の包括的支援体制の構築として着手するきっかけとなった事業。地域の支援団体や行政、その他関係機

関のネットワークを構築した。 

 

 

図表 「我が事・丸ごと」の地域づくり推進事業イメージ 

  

 重層的支援体制整備事業と地方版連携ＰＦの関係性 

過年度の取組みから構築されてきたネットワーク基盤は、令和４年度においては、重層的支援体制整備事業に

集約されている。よって、この既存会議体と新規に構築したい地方版連携ＰＦとの関係性を整理することが重要

であった。 

図表 重層的支援体制整備事業と地方版連携ＰＦの併用イメージ 
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 令和４年度事業にて構築した食を通じたアウトリーチ支援 

令和４年度事業では、食支援連携体制の構築支援を行った。具体的には、ほぼ全ての関係者が何らかの食支

援実績を保有しているものの、その取組手法（パントリー型・宅配型・食堂運営型等）や頻度は大きく異なるため、

互いの取組内容の紹介や意見交換を通じた価値観共有や、連携フローの詳細構築（いつどこで誰が誰へ連絡し

食糧をどのように受け取るか等）、令和５年度の継続へ向けた助成金情報の収集等に取り組んだ。 

その結果、①重層的支援体制から NPO 団体への食糧共有依頼、②NPO 団体から重層的支援体制への緊急

性ある世帯の対応依頼という相互の連携フローを構築することができた。 

 

 

図表 食のアウトリーチ支援の実施概要 

 

 

図表 重層的支援体制整備事業と地方版連携ＰＦの併用イメージ 
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試行的事業 

① 食支援によるアウトリーチ手法の確立 

概要 

• 宇和島市が実施してきた食のアウトリーチ手法について、支援対象地域の拡大を見

据えて、同様のアウトリーチ手法を実行できる支援団体の掘り起こしと、研修プログ

ラムの提供による育成・試行的アウトリーチの実施を行った。 

• 加えて子ども食堂運営事業者の課題意識・取組内容に関する調査を実施。 

ねらい 

• 宇和島市では、孤独・孤立対策におけるアウトリーチ手法の主軸が「食支援」となるこ

とを目指しており、既に多くの食支援の提供とケースの発見・支援提供につながって

きた。一方でアウトリーチが提供できている地域・実施主体が限定的であることか

ら、そのノウハウの横展開による支援対象地域の拡充を目指す。 

工夫点 

• 令和４年度より食のアウトリーチ支援を実際に実施してきた特定非営利活動法人

U.grandmaJapan のノウハウを研修プログラム化し、域内で横展開 

• パンフレットを作成し、食のアウトリーチ手法の啓発活動を行うことで、今後の連携

先の探索も実施 

結果 

• 新エリアでの食のアウトリーチ支援の拡充：2つの支援団体の掘り起こしが実現し、2

団体への研修プログラムの提供と試行的アウトリーチを実施 

• 子ども食堂運営事業者へのアンケート調査：18 の運営事業者からアンケート結果を

回収した 

 

子ども食堂運営事業者へのアンケート調査 

• 調査目的：グランマ以外の他団体の活動状況を把握することで、今後の食支援やその他支援の拡充へ向

けた参考資料とする 

• 対象団体：宇和島市こども食堂連絡協議会に加盟する１８団体 

• 明らかにしたいこと：食支援を通じて人々の困りごとの把握に積極的に取り組んでいる団体はどこか＝

食支援では改善できない困りごとを抱える方々の情報を持っている、また、今後ＰＦへ提供してくれる団

体はどこか 

• 調査/集計期間：令和７年２月１０日週〜１７日週 

• 調査方法：協議会加盟団体が参加する LINE グループへ Google フォームを投稿してのオンライン調査 
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新エリアでの食のアウトリーチ支援の拡充 

• うわつ子ども食堂（うわつ校区）と吉田いぬび食堂（吉田地区）の 2 つの子ども食堂運営事業者を選定

し、下図の食を通じたアウトリーチ手法の研修プログラムを提供。その後、試行的にアウトリーチを実施し

た。 

• 加えて、今後の食を通した支援策の拡充に向けて、普及啓発となるパンフレットを作成した。 
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② 食支援によるアウトリーチ体制強化事業 

概要 
• 令和４年度より自治体/社協/民間事業者に NPO が加わった食支援の在り方検討

を開始し、令和５年度の実装後は提供件数が増え続け、また、個別ケース検討事例

の発見/支援提供にも至っている。 

ねらい 
• 市内には日常生活に不安や悩みを感じていることが「ある」が、行政機関や NPO 等

から支援を「受けていない人」が 4,000 人程度と推察され、より多くの当事者を発

見/状況改善まで見守り続けるための工夫が必要である。 

工夫点 

• 改善点について自治体/NPO の担当者と少人数で議論して検討会議では素案を提

示することで議論/意思決定の促進を図った。 

• 重層等事業との連携について他事例を基に宇和島市の実情に応じた提案を行っ

た。 

結果 
• 食支援について他課の巻き込みができたため提供件数が増え、自治体やNPOとの

つながりをもつ当事者の増加へつながった。 

• 更なる増加へ向けて市内資源の一部を把握することができた。 

 

食支援実績の可視化を通じたＰＦ内の巻き込み 

• 食支援の主たる活用者が福祉課に留まっていた。その背景の一つに「連携の具体イメージが湧かないか

らではないか」と推察し、検討会で実績（当事者の状況・自治体の依頼内容・NPO の対応等）を一覧化し、

毎回共有した。また改めて自治体内で手順の周知案内を発出したことで、保護課等の積極活用につなげ

ることができた。NPO にとっても、保護課とのやり取りを通じて生活保護等に係る知見を増やすことが

できたことは新たな資源となったとのこと。 

  



 
 

 
 

50 

今後の孤独・孤立対策の在り方検討支援 

• 従前より重層事業を、本年度より居住支援事業を実施しており、棲み分けや連携の在り方が論点だった。

そのため孤独・孤立対策と他事業を両立している他自治体の事例（会議の設置要綱や取組内容等）を共

有し、宇和島市が転用可能な在り方を提案。現在、庁内での検討材料となっている。 

• またより多くの当事者を発見するためには、彼らと日常接する食支援等団体の拡張が必要と考え、

U,grandma によるアンケート調査の設計支援を行った。 
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③ 居住支援の普及啓発グッズの制作 

概要 

• 宇和島市では、孤独・孤立対策に取組む中で、令和６年度より居住支援を開始して

いる。具体的には、住まい探しや見守りサポート、就労支援、空き家対策などを通じ

て、住民の孤独・孤立に関連する情報収集を行う。ついては、本支援の更なる認知度

普及に向けて、啓発用グッズを製作する 

ねらい 
• 居住支援に関する具体的内容や問い合わせ先等について、情報を整理し、ステーク

ホルダー（支援団体や要支援者等）に対して可能な限り幅広く届けること 

工夫点 

• 配布可能なリーフレットやパンフレットに加え、木製看板やのぼりなど、視覚的に認

知度の高まる媒体も含めて幅広く成果物を製作 

• 多様な製作物を用意しながらも、デザインに統一感を持たせることで一体的な支援

であることの意識を醸成 

結果 • 6 種類の媒体でそれぞれ製作物を製作 

 

製作物 

• 配布可能なリーフレットやパンフレットに加え、木製看板やのぼりなど、視覚的に認知度の高まる媒体も

含めて幅広く成果物を製作 

 

 

デザイン 

• 多様な製作物を用意しながらも、デザインに統一感を持たせることで一体的な支援であることの意識を

醸成 
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第３章 留意点等示唆集 

 
３－１．連携ＰＦの行程および実務上の留意点 

第３章は、第２章で記述した連携 PF の行程および実務上の留意点をベースに、PF 形成

フェーズ、および課題単位で各自治体が特筆すべき留意点・示唆の詳細を再構成した。具

体的には、PR 形成フェーズ、および課題単位で、各自治体の取組を集約、類型化を行っ

た。 
なお、別契約の調査研究である（関東、中国・四国１、九州地域）について弊社にて受

注していることを踏まえ、本章については当該案件における自治体の取組も併せて類型化

の対象とした。 
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４. 連携ＰＦの行程および実務上の留意点 

（ア）初期段階 

①  

主担当部署 

・主担当者の 

設定 

■孤独・孤立対策は福祉政策の側面が強いため、これまでの重層、生活困窮者支援など
を担ってきた福祉部局が担当 

 令和 4 年度にひきこもり調査や令和 5 年度にケアラー実態把握調査を設計した、
重層的支援推進室が主担当。【呉市】 

 平成 29 年度に前身となる「我が事・丸ごと」の地域づくり推進事業を開始。支援の
中で地域の個別課題は、裏で複合的につながっており、点ではなく面での支援が重
要であることを実感。これを受け保健福祉部の関係５課が“うちじゃない”を禁句に
複合課題を包括的に支援するための連携体制を構築。そのまま孤独・孤立対策も
担当。【宇和島市】 

 孤独・孤立は分野横断的に動くため、横断的に相談を受け付けるふくし相談課が担
当することとなった。【岡崎市】 

 孤独・孤立は幅広い領域に関わる内容であることから、福祉相談支援や重層的支
援・地域包括ケア等の分野横断的な取組を進めてきた「健康福祉部地域共生推進
課」が担当を務める。【春日井市】 

 令和５年度から、保健師が所属している３課合同で保健師のアウトリーチについて
検討していた。アウトリーチ型相談支援体制は孤独･孤立支援とも通じるため、この
３課合同で孤独・孤立対策にも取組むこととした。【播磨町】 

 これまで、生活困窮者支援、 重層的支援体制整備事業に関する対応、および生活
困窮事業として地域食堂ネットワークの事業推進を行ってきた総務部人権政策局
中央人権福祉センターが担当した。住民が相談し易く、役所の制約にとらわれずに
柔軟に対応する観点から、市役所の外に窓口（人権センター）を設置している。【鳥
取市】 

 重層担当職員が異動により、孤独・孤立対策の担当になったことをきっかけに重層
と孤独・孤立対策の体制整備を検討することとなり、まずは法の通知等の情報を読
み込んだ。【京都市】 

■孤独・孤立対策は、庁内各課での連携が重要であり、庁内他部署につなぐ経験が豊富
な部署、コアとなる部署が担当 

 令和６年４月からの孤独・孤立対策推進法の施行に合わせ、豊田市としても改めて
「孤独・孤立」を１つのテーマとしてとらえ所管課を検討した結果、「誰一人取り残さ
ない施策の総合調整」をミッションとする、よりそい支援課に決定した。【豊田市】 

■地域とのつながりがあり、地域の現状をよく理解した部署が担当 

 地域共生、地域づくりを担う課が担当し、「孤独・孤立対策プロジェクトチーム」で方
針検討【京都市】 

 孤独・孤立対策という様々な分野を巻き込む必要性のある取り組みには、横断的組
織体系である地域支えあい推進部が適任であるとされた。地域支えあい推進部の
中でも、広域活動を担当し、NPO 法人との関わりあった地域包括ケア推進課であ
れば、今までの活動を生かせるだろうという期待があった。【中野区】 

 地域の外部組織との連携の必要性が高いことなどから、地域福祉課で所管すべき
という判断になり、令和 7 年度からは地域福祉課が担当予定【福岡市】 

■制度の狭間にいる方を支援する福祉総務課が担当 
・ 福祉総務課は、元々福祉の制度から抜け落ちてしまう人の支援を実施する立場に

あり、子ども・若者以外の孤独・孤立担当ともなっていた。【福山市】 

■庁内外ともに、「被災者支援」の文脈から派生し、 
孤独・孤立対策の重要性を感じた関係者・団体が取り組みを主導 

 庁内では、健康福祉政策課が火の国会議に定期参加してきた。火の国会議におけ
る民間団体との協議の中で、被災者支援から派生する「孤独・孤立」の問題意識が
生まれ始めたことを受け、健康福祉政策課が令和３年度に、孤独・孤立対策に関す
る庁内プロジェクトチームを組成した。【熊本市】 

 民間では、KVOAD が主催する「火の国会議」において、被災者支援に取り組む中
でそれに派生する孤独・孤立対策の重要性を認識し、ＰＦの組織化の構想が民間主
導で芽生えた。【熊本市】 
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（ア）初期段階（つづき） 

②  
担当者の 

初動 

■まずはやってみる、考えながら推進していく 

 答えのある問題ではないため、取組を進めつつ検討していくこととし、支援団体の
話を聞く中で方向性を検討していくこととした。【京都市】 

■国の動き、他の自治体の取組事例、市内の事例等の情報収集からスタート 
・ まずは孤独・孤立に関する国の動きのキャッチアップを行った。また、庁内や市内の

民間団体において先進的な孤独・孤立対策の取り組みを行っている事例がないか、
情報収集した。孤独・孤立対策を掲げる事例は少なかったが、人やまちをつなげる
という意味で、「あらゆる行政事業は孤独・孤立対策に通じている」という考えに至
った。【豊田市】 

・ 内閣府による自治体説明会資料が分かりやすく、適宜参照している。また、
YouTube にアップロードされている、孤独･孤立に関する講演会や研修会、対談
等の動画を視聴することで、孤独･孤立問題やその支援についての理解を深めた。
【播磨町】 

・ 内閣府 HP にて他自治体の取組事例を見ていく中で、「お悩みハンドブック」の存在
を知り、福岡市の抱える課題解決に資するものと考え、導入のために本事業へ応募
した。【福岡市】 

■孤独・孤立の定義、ＰＦのイメージについて庁内で共有・確認 
 春日井市の孤独･孤立対策を進めるうえで、ＰＦ参加者が主体的に参画できるよう、

誰もが我が事として捉えられ、かつ自分にもできることがあると感じてもらえるよ
う「自分のことが話せる相手がいない状態」と定義した。定義づけにあたっては、仮
説を立てたうえで対応策を検討し、行き詰まったら再度仮説を立て直す、というプ
ロセスを繰り返し、丁寧に検討を行った。【春日井市】 

 ＰＦについては、支援団体同士がつながる、連携を強化するという目的や、会議体を
新たに設けるものではないというイメージが職員の中で共通にあった。【岡崎市】 

■ゼロからはじめない、既存の取組を孤独・孤立対策の観点で解決していく 

・ 相談受付において、もっと早く相談窓口を見つけられる環境が必要であるが、行政
の HP は“求めるものが明確ではないと適切な窓口を見つけられない”という情報
発信への課題意識があった。当初より持っていた課題を孤独・孤立対策の観点で考
えた。【岡崎市】 

■現実的な支援計画を立てるために、まずは社会資源の洗い出しを行った 
・ 「何をするか」からではなく、「何が社会資源としてあるのか」「なにが活用できるの

か」から考えることで、地に足がついた計画を立てることができ、それにより他部署
や社会福祉協議会からの理解や協力が得られやすくなった。【春日井市】 

 市地域共生推進課職員と社会福祉協議会の第 2 層生活支援コーディネーターと
で知見を出し合い、孤独･孤立対策に資する社会資源を洗い出した。その後、洗い出
した社会資源から導かれる現実的なプロセスや目指す姿を描いた。【春日井市】 

■問題意識を民間団体と共有 
・ 孤独・孤立が孤独死等の重大な事象につながってしまうという最悪のケースを無く

していくには、官民の強い連携が必須であり、民間団体ともその問題意識も共有し
ていた。庁内担当者も引き続き火の国会議に参加し、民間団体との関係・連携を継
続することから始めた。【熊本市】 

■担当者の問題意識を定量化・資料化した上で、庁内で粘り強く説明 
・ 上記の通り、我が事・丸ごとに取組んでいた時から本テーマにおいては面的な体制

整備が必要だと感じていたため、その理由と関連する定量情報を資料化し、庁内へ
の説明を粘り強く行った。結果として、トップダウンで“うちじゃない”をキーワード
とした庁内連携が開始した。【宇和島市】 

■早い段階から 4 市での合同会議を開催し、認識合わせを実施○広域  
・ 他市への声掛けはスムーズだったものの、4 市での意思決定が難しかった。何度か

会議を開催して、各市の課題や本事業にて成し遂げたいことについて話し合いを行
った。【座間市】 

■広域での合意形成ために関係者に順番に話を展開○広域  
・ 令和 4 年度に立ち上げたＰＦの広域化の検討として、令和 5 年度に検討・調整。鳥

取市で合意を得たうえで、各市町の福祉課、企画課、首長会議の順で合意形成し、
その後、各地域の担当課および社協との調整を進めた。調整においては、食支援の
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活動を担っていることもあるため、事前に情報をインプットする、直接会って話すよ
うにしていた。【鳥取市】 
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（イ）準備段階 

➂ 
地域の 

現状把握 

■既存のアンケート調査等で問題の根拠となるデータを得ていた 
 平成３０年に実施した地域福祉計画策定に際する市民意識調査では、「身近に自分を

支えてくれる人がいるか」という意識について調査し、「身寄りを頼ることができな
い人」に関する問題意識は、庁内で共有されていた。中でも、一人暮らしの高齢者は
「支えてくれる身近な人」がいないという点で支援を強化する必要性を感じており、
令和元年には「身寄りを頼ることができない方に対する支援のレシピ集」を作成し
た。【豊田市】 

 地域福祉計画や健康増進計画、自殺対策計画等を策定するにあたってアンケート調
査を実施し、町内の実態やニーズの把握を行った。孤独･孤立対策を進めることがこ
れらの計画の推進にもつながるため、各計画のアクションとして孤独･孤立対策を位
置づけている。【播磨町】 

 令和 6 年 1 月に地域福祉に関する意識調査を実施し、つながりサポーターの認知度
が 23.3%と、地域食堂の 70.4%と比較して低く、周知啓発が必要であることを把
握した。【鳥取市】 

■住民の孤独・孤立に係る実態を把握するためのアンケート調査を実施した 

 実態調査を企画・実施。サンプルの数を多くして、孤独を感じている人の N 数を十分
にとった上で分析したく、3,000 名への実施決定。前々から準備していたため、初
動が早く、10 月中に実施することができた。呉市独自設問として、「居場所」に関す
る設問を設計。【呉市】 

 行政内や支援団体における活動の位置付けや意義を説明するためには定量的なデ
ータと市民の声が必要と考え、市民アンケートと支援団体向けアンケートおよびヒア
リングの実態調査を実施した。【京都市】 

 第 5 次地域福祉計画・地域福祉活動計画策定に際する市民アンケートを実施し、そこ
で初めて孤独・孤立に関する設問を扱った。結果として、37.4%の市民が孤独感を
感じており、支援の輪が十分に行き届いていないことが分かった。孤独・孤立に関係
し得る民間団体、関心を持っている団体の活動実態を把握するため、初となる「リソ
ース調査」を今年度の試行的事業の一つとして実施した。【熊本市】 

■支援団体への調査でニーズや課題、リソース調査で支援団体の活動内容の把握 

 行政内や支援団体における活動の位置付けや意義を説明するためには定量的なデ
ータと市民の声が必要と考え、市民アンケートと支援団体向けアンケートおよびヒア
リングの実態調査を実施した。【京都市】 

 つながりサポーターについては、研修の内容やステップアップ、交流会等のニーズを
登録者から把握した。【鳥取市】 

 リソース調査を企画・実施。調査設計にあたり、過年度他自治体が行った調査票を参
考に作成。配布団体の連絡先は各市から募ることで、把握する団体の幅を広げるこ
とができた。また、資源マップの作成にもつながった。【座間市】○広域  

■中間支援団体と連携し、地域の現状を把握 

・ 当初の活動でもある程度は把握できていたが、中間支援の役割をする団体と連携す
ることでさらに多くの課題を把握することができた。【岡崎市】 

■庁内を対象にリサーチをかけ、情報収集、情報共有を図る 

・ 日々各地域に密着して支援を行っている第 2 層生活支援コーディネーターの知見を
活かし、主に高齢者分野の現状把握を実施した。行政計画には各地域の特徴が記載さ
れているため、計画策定を担当した市職員の協力を得て、各地の特性を把握した。ま
た、地域を区分けした際の担当者も各地の特性を把握しているため、知見を活用した。
【春日井市】 

■有識者と調査手法を相談し、連携したフィールドワークを実施 

 実態調査を実施するにあたり、有識者に手法を相談した。有識者から、フィールドワ
ークを行い、市民の実態、特に市民一人ひとりがもつ周辺社会を把握し、共有する手
法を提案してもらい、有識者と共に実施した。【岡崎市】 

■相談窓口を通じた問い合わせを通じて支援ニーズを把握 
・ 平成 30 年度に福祉課内に「くらしの相談窓口」を設置し、住民からの支援ニーズを

継続的に収集。【宇和島市】 
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■広域連携にむけて、各地域の要望を訪問して聞き取り○広域  

・ 広域連携の事前調整の中で各地域を訪問し、広域のＰＦについて説明するとともに、
地域課題や実施したいことなどを聞き取りした。【鳥取市】 
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（イ）準備段階（つづき） 

④ 

‐1 

取組 

テーマ 

決定 

■ＰＦの構成団体のニーズを聞き取り、取組テーマとした 
・ 取組テーマは、支援団体のニーズに基づくべきと考え、支援団体向けのアンケートを

実施し、交流や課題解決事業へのニーズが把握された。団体のニーズを聞き取るから
には、ニーズに基づく取組を今後推進することが必要であるため、自治体として事業
を継続的に続けるための法整備や努力義務化は重要。【京都市】 

■中間支援団体と議論し、取組テーマを決定 

・ 重層において居場所づくりや地域づくりまで実施しているなかで、孤独・孤立につい
てはより予防的な活動を検討。官民連携においては両者がやりたいことの重なりを
重視し、支援団体同士をつなぐ中間支援団体と議論し、「つなぎめ」サイトの活用やポ
ッドキャストでの孤独・孤立対策のアイデアを得て実施することとした。【岡崎市】 

■特定の分野に限定せず、全体を対象とすることとした 

 孤独･孤立は様々な課題が複合的に絡み合って問題化するため、特定の分野にテーマ
を絞ることは難しいと考えた。そこで、地域福祉計画のテーマでもあり、町の福祉政
策の合言葉でもある「誰ひとり取り残されないまち」をテーマとした。【播磨町】 

 令和４年度のＰＦ立ち上げから今まで変わらず、これまでの行政の事業でカバーでき
ていない人や、従来の施策では支援の網から漏れてしまう人の全員を対象とすると
いう考えの下で、地域の孤独・孤立を捉えている。【熊本市】 

■参加主体に重複はあるものの、連携ＰＦと重層との役割分担を整理 
 孤独・孤立に関する取り組みを「支援」と「予防」とに分け、「支援」に資する取り組みは

重層事業で、「予防」に資する取り組みは孤独・孤立対策事業として実施する方針とし
た。「予防」として特に、庁内外での周知啓発は重層事業では十分ではないため、既存
事業との重複を避けながら「支援」と「予防」の両面で、孤独・孤立対策を捉えている。
【豊田市】 

■試行的事業のメニューを先に決め、後からＰＦのテーマを議論するという順序で行った 
・ 孤独・孤立自体が新しく取り組むテーマであるため、まずは実態としてのデータを把

握し、その上で政策を考えたく、実態調査を行うことは最初に決まった。【呉市】 

■実態把握調査で課題意識の大きかったテーマに焦点を充てた 
・ アンケート調査の結果、福岡市では、主に 20 代で孤独・孤立を感じている割合が全

国と比較して大きいことが判明した。よって、担当課レベルとしては、取扱いテーマの
1 つとして、若者対策に着目し、検討を進める予定。【福岡市】 

・ ヤングケアラーに関する実態調査を行った際に、自由記述欄に子どもたちの意見が
多く寄せられたことから、子どもたちが自分で考え、自分の意見を持っていることに
気が付いた。そこで、当事者の周囲にいる子どもたちに、ヤングケアラーの存在を伝
えるという形の当事者支援を行うことを決めた。【中野区】 

■過年度の類似事業でカバーできていなかった領域（食支援、居住支援）を孤独・孤立対
策の一環でカバー 

・ 過年度の我が事・丸ごとや重層事業でカバーできていなかった食を通じたアウトリー
チ支援について、令和 4 年度の孤独・孤立対策の開始とともに着手。令和 6 年度か
らは、食支援のエリア拡充と、従来より課題意識の大きかった居住支援を開始。【宇和
島市】 

■ＰＦを「社会課題を可視化・共有化し、みんなで解決する場」とする 
・ 令和 4 年事業でＰＦの基本的な考え方を検討し、令和 6 年事業で社会課題解決の取

り組み、ノウハウの共有、意見交換を行い、取組テーマを支援者たちの交流・連携を図
るためのネットワーク構築と定めた。【市原市】 

■アート事業のコンテンツを各市の意見を元に決定 
・ 福祉×アートを専門とするキュレーターに相談しながら、WS は支援者、当事者どちら

にも有益であること、シンポジウムは昨年度行ったトークイベントの拡大版として、展
示は WS の結果を用いて孤独・孤立を社会課題として普及・啓発することをそれぞれ
目的にして実施。【座間市】 

■地域に根差した複数のＰＦを構築するために、地域の課題に根差したテーマを設定 
 ニュータウンエリアは土地に根付いた文化や住民の地縁が少ないことや、既に居場所

づくりに取組む活動団体が豊富にあったことから、「つながりづくり」をテーマに据え
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た。【春日井市】 
 孤独な子育て世帯が多い、就学援助利用者が多い等、その地域が共通して抱える課

題をテーマとして設定することとし、各地域の課題を可視化するにあたっては、アセ
スメントシートを活用した。【春日井市】 

 広域連携では、地域特性が異なるため、画一的な取り組みは適さない。ＰＦは多様な
主体が価値観を共有する場、テーマを持ち込みそれぞれの知恵やリソースを踏まえて
議論ができる場とする。【鳥取市】○広域  

 つながりサポーターの養成については、共通のキーワードとして地域横断的に取り組
めるものとなった。【鳥取市】○広域  
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1 「独立行政法人福祉医療機構（ＷＡＭ）が行う社会福祉振興助成事業（ＷＡＭ助成）は、国庫補助金を財源とし、

NPO やボランティア団体などが行う民間福祉活動を対象とした助成金制度」である。（出所：ＷＡＭ HP） 

（イ）準備段階（つづき） 

④ 

‐2 

連携 PF

の 

企画・設計 

体制 

■既存の合議体や体制をベースとすることで、重複感・負荷の軽減や一体的な情
報共有が可能な体制の構築を目指す 

 地域包括ケア推進会議のマンネリ化を受けて、孤独・孤立というテーマ性のあ
る部会を設置した。【中野区】 

 重層事業とほぼ同一メンバーで一連の会議体を開催することで現場を踏ま
えた機動的な情報共有・支援提供・政策検討を実現するために、孤独・孤立対
策会議と地域協議会、重層的支援会議を一体的に同日開催する形式で設計。
【宇和島市】 

 重層事業を含め様々な枠組みで既存の会議体が複数存在している中、ＰＦを
新たに設置し会員制をとると、豊田市では形骸化すると考えた。会員制は採
用せず、市民が出入り自由で有機的につながることができる「空想ファクトリ
ー」という場を、豊田市の開かれたＰＦとして位置付けた。【豊田市】 

 形骸化している自殺防止対策ＰＦを活用して孤独･孤立対策官民連携ＰＦを立
ち上げることとした。立ち上げにあたっては、自殺対策連絡協議会での審議
を経た後に首長へ話を通すことで、協議会からのハレーションを抑えた。ま
た、自殺防止対策ＰＦを立ち上げた当初の担当職員へＰＦ設立経緯や意義を
確認することで、筋の通った拡充となるようにした。【播磨町】 

■共通の地域特性をもつ地域単位でのＰＦの立ち上げを検討 
・ 農地が多いエリアや新興住宅地、高齢化が進んでいる地域や子育て世帯が多

い地域等、地域によって課題や特徴が異なり、強みである地域資源も異な
る。そのため、各地の実態やニーズに即したＰＦを展開できるよう、市で１つの
ＰＦではなく、共通の地域特性をもつ単位でＰＦを複数立ち上げ、最終的に市
全域をカバーできる体制を構築する。【春日井市】 

■特定の支援対象者像・住民属性に焦点を当てた団体で体制を組む 
・ 対象者やテーマについて、庁内部署との調整も試みたが、孤独・孤立ＰＦの出

口を何にするか（例：就労支援など）が難しく、時間をかけて協議した。結果、
参加支援事業をベースに、ひきこもりやケアラーの支援の経験から、「社会と
のつながりが希薄な人」を対象とする方向性で合意形成ができた。【呉市】 

■中間支援団体などの関係団体に広く呼びかけ、ＰＦ会議を構成した 
・ 各種中間支援団体、孤独・孤立に関係する市の附属機関などに参画している

団体などの関係会員や、ＰＦ趣旨に賛同する NPO 団体、民間事業者などの
パートナー会員にも広く協力を呼びかけ、ＰＦ会議を構成した。【市原市】 

■地域課題を整理し、新しいテーマへの拡大を図った 
・ ＰＦの立ち上げから 3 年目となる今年度は、「ＰＦの拡大・強化」を大きなテー

マに据えた。令和５年度に、火の国会議の参加団体でありＰＦのコア団体が
WAM 助成 1を受けて実施した事業、「ひとりじゃないよのまちづくり事業」
内の調査にて「こども」や「子育て」、「教育」の分野において、支援拡充の必要
性が明らかになったことから、ＰＦの拡大方針として、「こども」や「教育」の分
野に広げることを決定した。【熊本市】 

活動 

内容 

■参加団体のニーズに合わせた活動を推進していく 
 第 1 回、第 3 回では、麒麟のまち圏域の市町職員や社協職員でのＰＦ会合を

開催した。第 2 回では、各地域で講師を呼んだ研修会やつながりサポーター
養成研修を開催した。各地域のニーズに合わせた内容の研修を開催するだけ
でなく、各地で開催することで職員同士の交流ができた。【鳥取市】○広域  

 その都度支援団体のニーズに基づき、勉強会・交流会の開催や、課題解決型
の事業検討等を推進していく予定。活動を検討するための話し合いの場をも
うけることも検討中。孤独・孤立対策は広いため、特定の課題をテーマとして
取り扱うことも検討。【京都市】 
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■支援団体同士のつながりづくりをメインの活動に位置付ける 

 支援団体同士の交流ニーズに応えるためにも、継続的に使用できる「お悩み
ハンドブック」による支援団体同士のつながりづくりの検討および説明会を
通じた支援団体同士の交流機会を設けた。【京都市】 

 ポッドキャストにより、市民への情報発信を行うとともに、実施後の交流会で
支援団体同士のつながりづくりができるようにする。【岡崎市】 

 支援団体や登録者のニーズを受けて、つながりサポーター同士、つながりサ
ポーターと支援団体の交流の場としてつながりミーティングを企画【鳥取市】 

■居場所づくり、まちづくりを考える場とする 

 PFという場所を通じて、「つながりたい」と思ったときに人や団体とつながっ

てもらうことを目指す。今後もＰＦとしての会議体を設置することはせず、市

民同士の勉強・交流の場である「空想ファクトリー」で市民が自由に集まって、

地域をよりよくすることを考えてもらう仕掛けを継続する。【豊田市】 

■広報・情報提供・情報共有を主軸とした活動を実施し、支援情報を一元的に発
信するなど支援情報や活動の可視化を進める 
 「つなぎめ」のサイトをすでに運用しており、「つなぎめ」を起点として、支援団

体同士の情報連携、支援団体の情報収集の場としていくこととした。【岡崎
市】 
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（イ）準備段階（つづき） 

⑤ 

関
係
団
体
の
リ
ス
ト
ア
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プ
・
初
期
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ン
バ
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の
声
掛
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庁
内
の
巻
き
込
み 

検
討
方
法 

■幅広い分野が関わることを前提に全庁など幅広く声がけを実施 
 様々な社会課題が孤独・孤立に結びつくと考え、ひきこもりに関する相談・自殺

対策等を行う健康推進課、青少年や若者の友人関係・非行等の相談を受ける若
者・くらしの悩み相談課という福祉系の部署のみならず、まちづくり推進課にも
声をかけた。つながりサポーター養成講座は、福祉部門のみならず、市の職員全
体に声をかけ、理解を促進した。【福山市】 

 ＰＦの参加者の属性を、①地域のつながりづくりに取り組む人、②実際に個別の
支援活動を行っている人、③ＰＦのコアメンバー（予防から支援までカバーし行政
とも関係が深いメンバー）と幅広く捉え、これらの人々が関わり合うことが豊田
市の孤独・孤立対策＝「つながりづくり」につながると考えた。【豊田市】 

 孤独･孤立に関する研修を、全庁の部課長級及び、今後の孤独･孤立対策部会を
担う全庁の若手職員に向けて行い、今後は全庁一体となって取組む課題である
ことを周知した。実際に他部署と連携した取組が生まれたり、他部署からも様々
な取組案が提案されたりと、部署横断的に連携する環境ができた。【播磨町】 

職員や支援団体等からあがった意見をできる限り実現するよう柔軟に調整を行
った。そのため、様々なアイデアが集まってくるようになり、担当課としてもアイ
デア発案係と調整係とで分担することができ、負担感も大きくなかった。【播磨
町】 

■支援対象・テーマを受けて、関係が深く対応機能を有する部署に声掛け 

 重層よりも枠組みが広いため、なんでも孤独・孤立と言えてしまうが、単なる人
が集まるイベントにならないように庁内連携においては留意し声掛けをした。福
祉分野以外でも多様性社会の実現を目指す部署等には声がけをした。お互いの
企画するイベントには参加するなど庁内でも関係性を構築している。【岡崎市】 

 令和４年度の時点では、庁内プロジェクトチームをベースとした庁内体制にとど
まっていたところ、ＰＦの拡大方針である「こども・教育分野の拡充」を目指し、庁
内の関係部署にも順次声掛けしていく予定である。【熊本市】 

■既存の会議体をベースに、不足する分野のメンバーに声掛け 
・ 中核となる会議体は、重層的支援体制整備事業における多機関協働のための既

存の会議体をベースとし、不足する分野のメンバーを追加した。その際、会議開
催を兼ねるなどして、負担増にならないように留意した。【市原市】 

■孤独・孤立の入り口となる可能性のある関係課、窓口を持つ関係課への声掛け 

・ 庁内連携会議を開催し、講師を招いて孤独・孤立対策についての講話を行うこと
で、これから孤独・孤立対策に取組むことを庁内で共有した。自殺予防対策ネット
ワーク会議に参加している部署と、孤独･孤立になり得る出来事と関連のある行
政手続きを所管する部署に対して、孤独･孤立対策の必要性や市の取組の方向
性等を周知した。【春日井市】 

巻
き
込
み
方
法 

■法整備や努力義務化を後ろ盾に庁内連携を推進 
・ 法施行および努力義務化が決まり、庁内での理解が広まった。令和 5 年度に重

層の検討をした担当者が孤独・孤立対策の担当に異動し、孤独・孤立対策と重層
（令和 6 年度から本格実施）の棲み分けを検討した。【京都市】 

■トップが関わることでスムーズな連携を推進 

・ 関係部署が連名で担当課となることで、各課が自分事として考えて取組むこと
ができた。複数課が絡むため情報連携等にひと手間かかったが、統括が各課共
通の部長であったため、合意形成や上長への調整がスムーズに進んだ。【播磨
町】 

■理念的な庁内連携だけはなく、具体的な事業ベースで協働の働きかけを実施 
 庁内連携会議前に、会議の目的と、孤独・孤立と各課業務との関連性を説明する

ことで、庁内関係課が主体的に会議に参加・発言してもらえるよう根回しをした。
庁内連携会議後には今後の方針や実際の行動レベルまで認識を共有すること
で、確実に連携出来る体制を整えた。【春日井市】 
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■庁内の関係課に情報をインプットし、共通認識の醸成、共感を得た 

 大きな自治体において庁内での理解促進のための情報整備は重要。定量的なデ
ータと市民の声が必要と考え実態調査を実施。【京都市】 

■日常的なコミュニケーション、相互に協力する関係性を構築している 

・ 情報連携や合意形成等の際は、直接会って話をした。顔の見える関係性を構築
することで、意見のすり合わせを行いやすくなった。【播磨町】 

■「お悩みハンドブック」を通じて、庁内に存在する関連支援制度の洗い出しと所管部
署との関係構築を実施 

・ 試行的事業として「お悩みハンドブック」の開設を進める過程で、庁内における孤
独・孤立対策に関連する支援制度の洗い出し調査を行った。これにより、上述の
若者対策に加え、その他連携し得る部局の整理を行った。【福岡市】 

■過年度事業を通じて、庁内巻き込みのために座談会などを開催 
・ 福祉の周辺領域である子育てや防災の所管部署との連携を構築している。他部

の巻き込みのために担当者が職員向けの座学会を開催した。【宇和島市】 

■広域でのＰＦの構築にむけては段階を踏んで広域で取り組む合意形成を図った

○広域  
 広域連携を推進する上では、麒麟のまち圏域で実施する方法として、各市町にお

いて、担当する福祉部局で合意形成⇒企画課で合意形成⇒首長レベルで合意形
成⇒担当部局で連携を進めるという手順で進めた。孤独・孤立は地域特性に関
わらず共通の課題としてとらえることができた。段階を踏んで、情報の事前提供
と対面での対話を重視し合意形成を図った。【鳥取市】 

庁
外
の
巻
き
込
み 

検
討
方
法 

■庁内の各部署と過去に連携経験・信頼関係があることを重視して検討、日ごろ関係
する団体には随時情報をインプットする 

 ベースとして、子ども、高齢者、障がい、生活困窮、自殺、居住支援、男女共同参
画等のそれぞれの福祉分野で関わりのある団体に声掛けを実施した。既存のつ
ながりで民間の団体等にも声がけをした。【京都市】 

 行政からも各担当課に HP の「つなぎめ」に登録するべき団体を募集し、各課つ
ながりのある機関を整理した。【岡崎市】 

 全庁に孤独･孤立問題についての研修を実施した際に、研修実施後アンケートに
て、ＰＦに入ってほしい団体の調査を行った。その結果、各担当部署のコネクショ
ンや知見を活かしたリストアップができた。また、名前があがった団体すべてに
声掛けを実施した。【播磨町】 

■「地域のために何かしたい」と感じている活動者や市民を、今後も積極的に孤独・孤
立対策に巻き込んでいく 

・ ＰＦという場所を通じて、「つながりたい」と思ったときに人や団体とつながって
もらうことを目指す。今後もＰＦとしての会議体を設置することはせず、市民同士
の勉強・交流の場である「空想ファクトリー」で市民が自由に集まって、地域をよ
りよくすることを考えてもらう仕掛けを継続する。【豊田市】 

巻
き
込
み
方
法 

■キーパーソンを活用し、紹介をベースとした巻き込みを実施 
 HP「つなぎめ」に登録した団体をメンバーとしてＰＦを立ち上げた。登録団体の

拡大については、中間支援団体の営業活動で拡大している。【岡崎市】 
 地域の様々な活動者と接点を有している第２層生活支援コーディネーターに一

任した。依頼するにあたっては、従来の高齢者ＰＦと差別化することや、ＰＦのテー
マである「つながりづくり」と自らの地域活動に親和性を感じるメンバーとしたい
ことを伝えた。【春日井市】 

 普段から行政と関わりが深い民間団体の中でも、特に福祉サービス以外の領域
に取り組んでいる団体がキーマンであり、多様な市民活動を通して「行政では手
が届きにくい領域」を推進する民間団体をＰＦのコアメンバーととらえている。
【豊田市】 

 もともと中野区とのつながりがある大学教授からの紹介を受けたり、中野区が
参加したセミナーの参加企業への声掛けをするといった能動的な活動をしたり、
様々なきっかけを通じて、新たな民間企業とつながっている。【中野区】 

■既存の会議体を活用し、声掛けを実施 
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・ 火の国会議でコアな役割を果たしている４団体（KVOAD、でんでん虫の会、
minori、バルビー）に行政から声掛けし、4 団体をＰＦのコアメンバーとして PF を
立ち上げた。【熊本市】 

■リソース調査を活用し、声がけする団体を把握など、調査や情報発信をきっかけと
した声 

・ 令和６年度 11 月に実施した支援団体向けアンケート（＝リソース調査）の結果を
基に、18 団体に声掛けし、新たに 16 団体がＰＦに参加した。（結果の詳細につ
いては、試行的事業の詳細ページを参照。）【熊本市】 

・ 昨年度本事業の勉強会に参加された団体が今年度のリソース調査の回答者にも
なっており、2 年継続したことによってネットワークが強化された。【座間市】 

・ リソース調査の結果を受けて、ＰＦ構築に前向きな団体と組むことを想定してい
る。【座間市】 

■講座・勉強会の開催によって、参加者を中心に関係者を拡大 
・ 初期は、保健福祉部の関係 5 課がそれぞれ担当する外部機関の巻き込みを進め

た。巻き込みのためには、定期的に多様なテーマで勉強会を開催しており、幅広
に外部組織へ声をかけている。【宇和島市】 

・ つながりサポーター養成研修が１つのツールとなり、研修を受講しに来る人がい
るだけでなく、企業や団体から出前講座の依頼があるため、研修を開催し、つな
がりサポーターへの登録を促している。【鳥取市】 

■具体的な連携スキームとして、包括連携協定と共同事業等の枠組みを用意 
・ 連携スキームとして、包括連携協定と共同事業を用意している。企業側の要望に

応じて使い分けをしている。【宇和島市】 

■連携ＰＦを表立った形とすることで参画したいという要望を受け団体数が徐々に
拡大 

・ 地域連携協定として公にすることで支援団体側から連絡があり入ってもらった
ケースもある。設立当初の 120 団体から 7 団体増えて 127 団体になってい
る。【京都市】 

■“誰から声掛けをするか”、“どのような順番で声掛けするか”も相手がスムーズに
受け入れられるようにアレンジしていく 

・ 地域食堂等の活動団体には普段からコミュニケーションをとっている生活支援コ
ーディネーターから声掛けを実施し、スムーズに話ができるようにした。施設や
企業等には公的機関としての安心感がある市地域共生推進課から声掛けを行っ
た。【春日井市】 
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（ウ）設立段階 
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■メディア MIX での広報で集中的に広報を実施 
・ つながりサポーターの認知度向上のため、複数の媒体によるメディア MIX での

広報活動を実施。広報実施後のアンケートではつながりサポーターの認知度は
41%となった。新聞折込やＴＶＣＭの効果が高い可能性が示唆された。サイネー
ジ等については反響が少なかった。【鳥取市】 

・ 令和５年度に独自に実施した TVCM の放送や、ＰＦ団体の協力を得て実施した
イベント等によって、「孤独・孤立」という問題そのものや、熊本市にＰＦという体
制が存在していることを対外発信した。【熊本市】 

・ 様々な手法（WS、シンポジウム、展示）でアート事業を展開したため、市民の目に
触れる機会が増えた。また、美術手帖等へも掲載していただいた。支援者にとっ
ては、相談者との関係性など、日頃の相談業務を見直すきっかけにもなった。
【座間市】 

■紙媒体の配布方法では、広報紙での大規模配布や孤独・孤立の入り口になりうる
タイミングでアプローチするなど、配布方法、伝達方法を工夫 

 相談窓口を掲載したリーフレットを、病院や理美容院、スーパー等の生活動線上
で配布することで、公的機関に訪問しない市民に対しても日常の中で相談窓口
を知ってもらうようにした。【春日井市】 

 昨年度ＰＦの活動の中で生まれた「ぷらっとノート」をはじめとした、つながりづく
りの活動紹介を掲載するマップ「ゆるやかなつながりづくり応援マップ」を作製
した。「ぷらっとノート」について周知するだけでなく、設置している活動団体の
紹介文や顔写真を掲載して、各団体に親近感をもってもらうよう工夫すること
で、各活動に関心をもってもらい、気軽に訪問できるようにし、スーパーや飲食
店で配布した。【春日井市】 

 孤独･孤立が身近な問題であり、その対策として町が取組んでいることや相談窓
口が設置されていることを周知するため、チラシを作成して配布した。確実に町
民に届くよう、自治会経由で全戸配布を行った。【播磨町】 

■内容を読みたくなる構成や、相談しやすいメッセージ、受け取りたくなるシールな
ど配布物の内容を工夫 

・ デザインが得意な団体に依頼し共通デザインを制作。活動に一体感を出すとと
もに、「見たことがある」と印象付けることができた。【岡崎市】 

・ 町内にある居場所を周知するマップと動画を作成した。マップには、居場所の写
真やメッセージを掲載したり、動画には活気のある様子や利用者のインタビュー
を掲載したりと、居場所のあたたかさを伝え、町民がより気軽に居場所を訪れる
ことができるようにした。【播磨町】 

■いつでもだれでも気軽にアクセスできるポッドキャストを活用 

・ 共感を生むことでつながりを感じることができるツールとしてポッドキャストに
より、市民への情報発信を行う。ポッドキャストはアプリでいつでも誰でも聞け
るように公開し、アーカイブを残している。【岡崎市】 

■中野区を拠点とするアニメ制作会社と協力し、ヤングケアラー当事者の周囲の子
供たちに向けた、啓発アニメを制作 

・ 中野区シティプロモーション課からの紹介で、中野区に拠点を移したばかりの
MAPPA とつながることができた。予算の問題があり、アニメ制作実現が難しく
思われたときもあったが、MAPPA 大塚社長やコントレール関根さんの社会貢
献を行いたいという思いの上で、実現することができた。【中野区】 

■広報物を作る段階でも、大学生を巻き込むことで周知啓発を実施 

・ 対策推進のイメージづくりを通じて大学と連携、大学生への周知啓発を実施。孤
独・孤立対策のステッカーを制作しＰＦ参画団体とともに配布した。【京都市】 

■民間デザイン力が活かされた HP を共同運用する形で情報発信を実施 

・ 課題意識のあった情報発信については、わかりやすい情報発信をしている「つ
なぎめ」を見つけ、コネクトスポットに声掛けをし、共同運営を開始。【岡崎市】 

■孤独・孤立対策に関する若者の活動を紹介するフォーラムを開催した 



 
 

 
 

66 

  

 フォーラムでは、テーマである「若者の孤独」を前面に押し出すのではなく、若い
世代の支援者を多く巻き込んだパネルディスカッションを設計した。支援の対象
は若者、女性、高齢者など様々だが、若者が取り組む孤独・孤立対策の活動を知
ってもらう場になった。【中野区】 

■「楽しく自然に知ってもらう」というカードゲームを活用した新しい広報を実施 

・ 孤独・孤立という概念を知らないという人にも知ってもらい、自分や周りの人の
困りごとに日常で目を向けてもらうために、「孤独・孤立対策」という言葉を使わ
ずに、「楽しく自然に知ってもらう」ことを重視した。その手段の一つとして、カー
ドゲームで当事者体験をしてもらうことを企画した。実際に自分や周りの人が孤
独・孤立になった時に思い起こしてもらえるよう、「つながりの大切さ」や相談で
きる人や場所が地域にあることを、ゲーム中で印象付ける工夫を行った。【豊田
市】 

  

イ

ベ

ン

ト

の

開

催 

■新しいツールの説明会を開催し、その場で支援団体同士のつながりづくりを実施 

 お悩みハンドブックの活用方法の説明会を契機として、支援団体の集まる場を

設けて、お悩みハンドブックの活用や支援団体同士のつながりづくりについてデ

ィスカッションを実施。【京都市】 

■開催場所の工夫により、誰でも立ち寄れる居場所をつくるイベントを定期開催 

・ まちなかで、ポッドキャストの公開収録と交流会を２週間に１回の開催。共感を
生むことでつながりを感じることができるツールとしてポッドキャストでの情報
発信、居場所づくりを継続する。【岡崎市】 

■市民向けのおまつりイベントを開催し、市民への周知啓発、つながりづくりを実施 

・ 地域食堂による弁当販売や福祉事業所の作品販売等を行い、市民の居場所や
交流活動について近隣住民に広く周知を行った。子どもからお年寄りまで約
1,000 人の市民に来場してもらい、来場者同士や出展者同士、さらには来場者
と出展者が出会い、ゆるくつながり交流できる場とした。【春日井市】 

■地域住民の経験談や当事者の声をベースに普及・啓発活動を実施した 
・ 当事者の声を広く届けるべく、ケアラーやひきこもりの家族、LGBTQ の方にイ

ンタビューし、それをまとめたエッセイを展示するパネル展を企画した。【呉市】 

■シンポジウムや講習会の開催により、孤独・孤立の取組を市民向けに周知 

・ 孤独･孤立は誰にも起こりうる身近な問題であり、それを予防するためにつなが
りづくり活動が全国や市内で行われていることを周知するために、「身近でゆる
～いつながり」をテーマにした有識者による基調講演や、市内で居場所やつなが
りづくり活動を行う支援者によるパネルディスカッションを行った。【春日井市】 

・ 孤独・孤立対策については、シンポジウム、フォーラム、研修会など、オンライン・
オフラインを問わず複数のイベントを開催し、啓発活動を行った。【市原市】 
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⑦  
連携 PF 

の運営 

■自治体は主に会合の開催を担い、参加者の課題の把握、ニーズのある活動を把握し、推進
する 

 その都度支援団体のニーズに基づき、勉強会・交流会の開催や、課題解決型の事業検討
等を推進していく予定。活動を検討するための話し合いの場をもうけることも検討中。孤
独・孤立対策は広いため、特定の課題をテーマとして取り扱うことも検討。【京都市】 

 防災等、町民全員が関わり、かつ福祉に限らないテーマを軸に据え、インプットを行いつ
つ、グループワークを通じて提案をする等のアウトプットも行う。また、出てきた提案は担
当部署につないで実現に向けて調整する運営を検討している。【播磨町】 

 つながりサポーター同士やつながりサポーターと相談支援機関がつながる必要性がある
といった意見を踏まえて、つながりミーティングを開催した。【鳥取市】 

■ＰＦの「要領」を作成するなどして、ＰＦとして目的意識や連携する意義について共通認識を
醸成 

・ ＰＦの運営は、ＰＦ参加団体になるべく負担をかけない形で行われるべきであり、活動の

持続可能性を高めるために重要である。一方、組織として「ゆるやか」すぎると活動の実

行性が損なわれる。ＰＦの役割や備えるべき機能、参加する団体が実施すべきこと等の基

本事項をまとめた、ＰＦの「要領」を今年度作成し、令和６年度ＰＦ会議にて周知した。【熊本

市】 

■当初は自治体が主導し、他地域への横展開にむけたノウハウの獲得等を実施 

・ 初年度（令和５年度）は、企画は市地域共生推進課、運営は市地域共生推進課と第２層生
活支援コーディネーターが共同で行ったが、２年目（令和６年度）は、企画段階から市地域
共生推進課と第２層生活支援コーディネーターが共同で実施し、運営は第２層生活支援コ
ーディネーターを中心としつつ市地域共生推進課も共同で実施する。【春日井市】 

■２層構成のＰＦを運営しながら、支援団体同士のつながりを促進する 
・ 核となる団体と、ゆるく連携する団体の 2 層構成を予定している。利用者が固定されて

いる、支援メニューが限定されている、という支援団体同士の課題を、支援団体同士が連
携することで解決するようなＰＦとしたい。【呉市】 

■会議体ではない形として、ホームページ上での情報連携と交流の場づくりを実施 

・ 「つなぎめ」のサイト上での情報連携や支援団体同士が情報を知り合える場として活用を
促していく。ポッドキャストの公開収録と交流会を２週間に１回の開催し、共感を生むこと
でつながりを感じることができるツールとしてポッドキャストでの情報発信、居場所づく
りを継続する。【岡崎市】 

■ＰＦ内外の関係者がテーマ設定から課題解決まで行う作業部会の開催を行う 

・ ＰＦ立ち上げを記念するフォーラム（11月）、試行版の作業部会（1月）を実施し、ＰＦテーマ

の具体化に踏み出した。作業部会の試行結果を基に、ＰＦでテーマ設定から課題解決まで

行えるような運営方法を検討する。【市原市】 

■リソース調査においてＰＦ構築に前向きな団体へ声掛けしながら、県と連携○広域  
・ かながわつながりネットワークのメンバー（神奈川県版孤独・孤立対策官民連携ＰＦ）の会

議に座間市も出席しているが、当該メンバーは横浜市・川崎市の団体が多く、ここに本事
業で行ったリソース調査にて、ＰＦ構築に前向きな団体を推薦することを考えられる。県
からも情報を共有いただきながら進めていきたい。【座間市】 

■広域連携では、各地のニーズに合わせて、各地で開催することも重要○広域  
 第 1 回、第 3 回では、麒麟のまち圏域の市町職員や社協職員でのＰＦ会合を開催した。第

2 回では、各地域で講師を呼んだ研修会やつながりサポーター養成研修を開催した。各
地域のニーズに合わせた内容の研修を開催するだけでなく、各地で開催することで職員
同士の交流ができた。【鳥取市】 
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（エ）自走段階 

⑧ 
地域協議

会の設置 

■複数分野に跨ったケース等、個別協議会から零れ落ちるケースの受け皿として位置付け、
「誰ひとり取り残されないまち」を実現する 

・ 受け付けた相談は総合相談窓口が司令塔となって、担当の個別協議会にてケースごと
に協議を行う。一方、複数分野に跨ったケースや適切な個別協議会がないケース等、個
別協議会のサポートから零れ落ちるケースは地域協議会につなぐことで、すべてのケー
スを支援できる体制とする。【播磨町】 

■相談支援包括化推進会議において地域協議会の役割を担う 

・ 鳥取市では、相談支援包括化推進会議において、対象者への個別支援を推進する。相
談支援包括化推進会議では必要な機関が守秘義務をもって情報共有を行うことができ
る。ＰＦから支援に必要なノウハウやリソースを提供する。【鳥取市】 

■地域協議会を「知見交換の場」と位置づける。さらに「作業部会」を設け、個別ケースの対
応方針を協議・決定する場を機能させていく予定 

・ 地域協議会は令和７年度に設置予定であり、専門家も交えて、複雑なケースに関する連
携支援・緊急対応のための知見を共有する場とする。【熊本市】 

・ 一方、熊本市では地域協議会の中に、さらに「作業部会」を設ける。「作業部会」では、PF
コアメンバーと関係機関・団体がケースごとに入れ替わり、個人情報を扱いながら個別
ケースに関する具体的な対応方針を決定する場として機能させる予定である。【熊本
市】 

■重層的支援体制整備における支援会議が地域協議会の役割を担う 

・ 重層的支援体制事業の相談機関連絡会を基に、消費生活や自殺対策など必要だと考え
た団体に個別の声掛けを行い、孤独・孤立対策地域協議会を設置した。【市原市】 

・ 重層事業、孤独・孤立対策会議とほぼ同一メンバーで一連の会議体を開催することで現
場を踏まえた機動的な情報共有・支援提供・政策検討を実現するため、一体的に同日開
催する形式で地域協議会を設置。【宇和島市】 

・ 重層と棲み分けることで新たな縦割りを生むことを懸念し、包括化することも検討した
が、現在は、14 区・支所やその中の圏域、学区域で連携し、地域に根差して支援をする
重層と、市域全体での多くの活動者のつながりをつくる孤独・孤立対策が重なって活用
しあう体制を検討中。【京都市】 

・ 重層的支援体制整備事業における重層的支援会議が協議会の役割を担う。そのため孤
独・孤立対策は予防的な観点、潜在層の掘り起こしを担い、支援が必要な対象者を PF
メンバーで支援するとともに、必要に応じて、重層的支援会議につなぐ機能を担う。【岡
崎市】 

・ 重層的支援体制整備事業の実施に伴い設置した、社会福祉法第１０６条の６に基づく支
援会議の枠組みを活用し、地域協議会を兼ねる。【春日井市】 

・ よりそい支援課を含め、庁内の関係課や支援活動を行う民間団体が多数参加する「支
援会議定例会」にて、今後も孤独・孤立を１つの議題として扱い、問題意識を共有してい
く。これを通じて、地域協議会としての役割を果たしていく予定である。【豊田市】 
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（エ）自走段階(つづき) 

⑨ 
PF の拡大・

活性化 

■持続可能性を考えた、今後のＰＦの運営主体の検討 

 令和 7 年度をめどにＰＦの包括化として、ＰＦに多様な主体が参加し、様々なテー
マを持ち込めるようにする体制を整備する。【鳥取市】 

 令和 7 年度にＰＦを継続的に運営できる体制を確保するために、ＰＦの法人化を
検討し、令和 8 年度の法人化を目指す。【鳥取市】 

■関係者の継続的な巻き込み、拡大 
 既存 PF（例：子ども・若者支援地域協議会）と、孤独・孤立ＰＦ設立に向けて声をか

けたい団体がかぶっているため、既存ＰＦと適宜連携していきたい。金融機関、郵
便局など、見守り機能を担っている福祉分野以外の団体に拡大したい。【福山市】 

 ＰＦの参画団体については、孤独・孤立対策では特に民間の団体や、草の根で活動
している団体に広げていくことを目指す。【京都市】 

 つながっている支援団体数は地域内では網羅的になってきたが、今後も少しずつ
拡大予定。【岡崎市】 

 ＰＦに参画してほしい団体には、事務局から案内メールを送付し、参画を希望しな
い団体のみ返事をもらう形式とする。また、新規でＰＦに参画したい団体は、申し
込み手続きでＰＦに参画することができる。参画団体は連絡先リストの形で把握
し、ＰＦの案内等はそのリストの連絡先へ行う。【播磨町】 

■連携ＰＦの支援団体との連携強化、形骸化防止 
・ 今後は今つながっている支援団体とのつながりを強化することが課題。緩やかだ

が、弱くて忘れられるようなつながりではいけないため、「つなぎめ」の情報を伝
えるツールとしても活用することで利用を促進し、行政が中間支援団体とともに
支援団体を訪問するなど積極的に活性化を図る。【岡崎市】 

・ 既述の通り、ＰＦの立ち上げ以降も、地域の課題等についてその時の状況に応じて
調査・整理を進めており、それらのファクトをもとに今後もＰＦを活性化させていく
予定である。今後ＰＦが大きく拡大したとしても形骸化することのないよう、ＰＦコ
アメンバー＋参加団体＋行政という各々の属性に応じた一定程度の役割意識や、
ＰＦとしてつながることの目的意識を共有しながら、引き続き運営していく予定で
ある。【熊本市】 

■域内全体での取り組みの活性化にむけて、市民の巻き込み・周知を推進する 

 市民ひとりひとりが地域社会のあり方を考え直す機会となるように、生活史の調
査も継続し、実態を地域で可視化することも検討していく。【岡崎市】 

 今後もＰＦの参画者に、普段実施している活動を孤独・孤立対策に結び付けながら
推進してもらうことで、地域で活動する人が当たり前に日常的に孤独・孤立対策
に取り組んでいる状態を目指していく。来年度以降は、孤独・孤立の「予備軍」の人
に対する支援や予防を目的に、相談窓口に来られない人にも支援が届くような仕
組みを進めたいと考えている。例えば、今年度試験的に行ったメタバース空間で
の交流イベントを、定期的に実施することを検討している。【豊田市】 

■スポーツ、教育など福祉以外のテーマを取り入れたＰＦ構築・拡大を目指す  
・ 広報活動にも注力して拡大していきたい。具体的には、スポーツ関連の団体、教育

機関などとの参加支援事業での連携を実績として、福祉以外をテーマとして活動
する団体も加入したくなるようなＰＦにしていきたい。将来的には、個人で活動し
ているような方も含めたい。（呉市） 

■当事者の生活圏を考慮した連携ができるＰＦの構築を目指す ○広域  
・ 現場担当者の意見も聞いて今後について設計したい。その際、市で区切るのでは

なく、生活圏での連携が重要だと考えている。神奈川県は政令市が 3 市＋他市町
村という構成であるため、県としてひとまとめに考えづらい。一般市が動くことで
県にもよい影響を及ぼすことができるとよいと考える。【座間市】 

■地区別のＰＦを水平展開していく 

 高齢分野の日常生活圏域ごとではなく、日々の生活様式に基づいて地域を拡大し
ていく。移動範囲や普段使用する施設、生活様式が同じで、よって抱える地域課題
も類似していると想定される周辺地域へＰＦを拡大した。【春日井市】 

 アセスメントシートをもとに、共通の地域特性を持つ地域単位でＰＦを水平展開し
ていく。アセスメントシートにより各地域の強みや特徴、地域課題を可視化するこ
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とで、どの地域をどう纏めて、あるいは分けて、どのようなテーマで、誰を巻き込
んでＰＦを立ち上げるか等の検討を行い、ＰＦを市内に水平展開していく。【春日井
市】 
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３－２．はじめて取り組む際のポイント 

 
 モデル事業においては、様々な工夫を凝らした事業が実施され多くの自治体のモデルと

なる事例が作られた。一方で、これから取り組む自治体、特に担当者においては、初動と

して何から始めればよいか迷う可能性がある。それらの担当者の参考となるように、今回

のモデル事業の自治体においても試行的事業には表れない初動対応として自治体担当者が

どのような対応をしてきたのかをインタビューする形で整理した。全体として得られた示

唆を以下の通り整理した。 
 

 

図表 各自治体における試行的事業の整理マップ 
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より具体的な生声として、担当者のコメントを以下に整理した。 
 
１）取組当初の思い 

①  
トップダウンの 

意思決定 

■モデル事業や法施行、努力義務化がきっかけ 
・ 首長のリードの下孤独・孤立対策を推進することとなった。 
・ 孤立死等が自治体においても重要な政策テーマとなっており、孤独・孤立

対策を推進していくこととなった。 

②  
既存の取組との 

関連性への気づき 

■防災等の関連の取組からの着想 
・ 被災者支援が孤独・孤立対策に通じていることに気づき、被災者支援の

地域関係者が集まる会議を PF として活用しつつ孤独・孤立対策を推進
することとなった。 

・ 別途進めているアウトリーチ型相談支援の体制整備の推進にも資する取
り組みだと思った。 

③  
現場の問題意識 

から自然発生 

■地域において問題意識に基づき自然発生 
・ 高齢者対策を推進していた PF において、人口が減っている地域づくり

においては、テーマを絞らずつながりづくりを進める必要性があり、自然
発生的に孤独・孤立対策の PF につながる取り組みができてきた。 

・ 既存の住民が集まってまちづくりを検討する場が地域にあった孤独・孤
立対策なのではないかと気づいた。 

２）取組当初の思い 

④  孤独・孤立の理解 

■孤独・孤立とは何か考えた 
・ 定義が広く、つかみどころがない。なんでもありのイベント開催事業にな

ってしまわないようにしたいと思った。 

⑤  重層との区別 

■重層との縦割りにならないかを懸念した 
・ 重層事業と重なる部分も多いため、それぞれを推進することでまた新た

な縦割りを生まないかを懸念した。 

３）最初に取り組んだこと、取り組むとよいと思うこと 

⑥  庁内の意識合わせ 

■孤独・孤立の定義について庁内で話し合った 
・ 担当や今までの経験によって孤独・孤立でイメージするものが様々だっ

た。ＰＦの団体や市民とも共有できる共通の定義について庁内で話し合っ
た。 

■ＰＦの認識を庁内で共有 
・ ＰＦというと会議体をイメージしやすいが、目的を達成するための手段で

あり、会議体を設置するものではないという前提を庁内で確認した。 

⑦  地域をしる 

■見通しを立てるためには地域を知る必要がある 
・ 取り組む際にある程度の見通しがないと不安になるが、見通しを立てる

には地域を知っている経験値が必要になる。庁内リソースを活用して、こ
の地域課題や特性についてアセスメントを作成した。 

■庁内で合意を得るためには、定量的な情報と市民の声が必要と考えた 
・ 庁内での合意形成を図るためにも定量的な情報と市民の声が必要と考

え、実態調査を行った。 

⑧  支援団体と会う 

■いつもは接点のない支援団体と会ってみる 
・ 孤独・孤立対策を始めることをきっかけに訪問できた。支援団体に会って

話す地域の課題や活動内容、思いを聞き取る中で方針が見えてきた。 
■支援団体のニーズを聞き取る 
・ 支援団体のニーズを把握するためにリソース調査を実施した。ＰＦを活用

してやりたいことについても提案をもらうことができた。 
・ 支援団体にニーズの聞き取りを実施した。 

⑨  
庁内の活動の 

整理 

■庁内の活動を振り返ることで活用できるリソースがみつかった 
・ 庁内の活動であっても形骸化した会議体などは知らないことがあるた

め、孤独・孤立対策に取り組むことをきっかけに再整理をすることで活用
できるリソースが庁内にあった。 

・ 庁内の情報を整理したうえで孤独・孤立対策に取り組むことで、複数事業
で孤独・孤立対策の取組を通じて成果を得ることができた。 
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４）取り組んだ工夫・やってよかったこと 

⑩  情報連携の工夫 

■会って話す、その前に情報をインプットする 
・ 相手を訪問して会って話すことは重要。支援団体としても自分たちの活

動を知ってもらえること、見てもらえることはとてもうれしい。 
・ 会って話すときに突然ＰＦなどの新しいことを提起すると、理解できなか

ったり、拒絶反応を示すこともあるため、事前に会えるタイミングで資料
を渡しておくなど段階を踏むようにした。 

■短期的な目標設定、共通の課題設定が必要 
・ 共感できる地域課題、短期的な目標設定があるとよい。 

⑪  
参画団体の選定の 

工夫 

■参画する団体に意欲や実績を求める必要はない 
・ 孤独・孤立対策や PF、支援団体とのつながりに対して実績も意欲もなく

ても、参画してから関わる中でできること、やりたいことを見つけてもら
えるかもしれないため、実績も意欲も問わないで、名前を知っている団体
や参画団体の知り合いに入ってもらえばよいと考えている。 

４）これから取り組む自治体へのアドバイス 

⑫  
初めてやることだ

と思わない 

■0 からスタートではなく３からスタート 
・ 孤独・孤立対策を始める際に新しいことに取り組むという意識ではなく、

今まで抱えてきた課題を解決するために、孤独・孤立対策、ＰＦが活用す
るという意識で考えた方が良い。 

 


